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我々が携わる農業分野においては，農林水産省が平成元年

に制定した「無人ヘリコプター利用技術暫定実施基準」によ

り無人ヘリコプターを利用した農薬散布が開始された。平成

3年に制定された「産業用無人ヘリコプター利用技術指導指

針」のもと，無人ヘリでの農薬散布飛行の安全性確保，農薬

の危被害防止などの諸対策を行い，主に水稲，大豆，麦類の

病害虫防除での殺菌剤，殺虫剤等の散布，水田雑草の除草剤

散布などで利用し，今年で 30年目のシーズンを迎えている。

ここ 2年ほどは，マルチローター（ドローン）と呼ばれ

る小型の無人航空機の開発・利用が急速に進んできている。

ドローンが注目されたのは，世間を騒がせた平成 27年 4月

に首相官邸で墜落したドローンが発見されて以降のことであ

る。すぐに政府は安全確保のための法律の整備を進め，同年

12 月には航空法の一部改正が行われた。無人ヘリ及びマル

チローター（ドローン）は無人航空機と位置付けられ，有人

ヘリコプターでの農薬散布と同様に国土交通大臣の許可・承

認を得たうえで農薬散布を行うことが義務付けられた。航空

法の改正とともに，平成 27 年 12 月 3 日付けで「空中散布

等における無人航空機利用技術指導指針」が制定され，平成

30 年 3 月 30 日付けで一部改正が行われ「空中散布におけ

る無人航空機利用技術指導指針」が平成 30年 5月 1日に施

行されている。

今回の改正ポイントは，操縦装置を使用して無人航空機を

操縦する「遠隔操作」と自動操縦システム（機体，機器等に

組み込まれたプログラムにより自動的に無人航空機を飛行さ

せるためのシステム）を使用して無人航空機を操縦する「自

動操縦」の定義がされたことである。

次に，空中散布の方法は「性能確認された機体の一覧」で

示され，農作物の形状によっては農薬（特に液剤）散布の均

一性を確保することが難しいことから，防除対象に応じて適

切な散布機器を選択して実施することとされている。

特に，自動操縦による空中散布については，設定した飛行

経路による空中散布が安全かつ適正に実施できない周辺環境

の変化があった場合には，飛行経路の再設定や遠隔操作への

切り替え等の安全対策を速やかに講じることを挙げている。

不具合が発生した場合には，遠隔操作においては，直ちに散

布を停止し，機体を速やかに安全な場所に降下させることと

し，自動操縦にあっては，オペレーターが自動操縦システム

を停止するなどの操作介入を行い，直ちに散布を停止し，速

やかに安全な場所に降下させることとしている。

無人航空機（無人ヘリ・ドローン）による農薬散布等の

実施状況については，農林水産省が平成 29 年 12 月末時点

での速報値として，水稲防除で 88.9 万 ha，麦類防除で 6.3

万 ha，大豆防除で 7万 ha，松くい虫防除とその他作物の防

除等で 1万 ha の合計 103.3 万 ha としている。水稲防除の

中には，除草剤散布も含まれているが，数％に満たない実施

面積である。

現在，農薬登録で「無人ヘリコプターによる散布」とある

除草剤は，移植水稲で 1キロ粒剤が 64剤，250 グラム粒剤

が 12 剤，フロアブル剤（滴下）が 37 剤，顆粒剤が 2剤の

計 115 剤，直播水稲で 1キロ粒剤が 47 剤，250 グラム粒

剤が 5剤，フロアブル剤が 13剤の計 65剤である。

今後，無人航空機（無人ヘリ・ドローン）が除草剤散布の

ための防除機として有効に利用されていくことを期待するも

のである。
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はじめに

近年，暖地水田では，排水等の条件
が悪い水田でも栽培でき，飼料自給率
の向上にも寄与する転作作物として，
茎葉と子実をあわせて収穫し，サイ
レージ発酵させて粗飼料として利用す
る水稲栽培（発酵粗飼料用水稲栽培，
以下，WCS 用イネ栽培）が推進され
てきた（小川 2005）。WCS 用イネ栽
培では経営上の理由から食用イネ栽培
以上の簡便な除草体系や除草剤の使用
量の削減が望まれている。また，省
力・低コスト化を優先するあまり，雑
草管理が不十分となり，収穫時に雑草
が繁茂して，収穫作業の際，イネだけ
でなく，雑草や雑草種子もあわせて収
穫する事例が多く見られる。そのため，
WCS 用イネ栽培に対応した新たな雑
草管理技術の開発や雑草や雑草種子が
混入した収穫物が生産された場合の対

策技術の確立が急務であった。そこで，
農研機構九州沖縄農業研究センターで
は，2000 年度から農林水産省の委託
プロジェクト等に参画し，暖地 WCS
用イネ栽培における雑草管理技術の開
発に取り組んできた。本稿ではその概
要を紹介する。

1. 直播栽培における雑草
防除

WCS 用イネ栽培における雑草防除
では，現在，農林水産省生産局畜産部
からの事務連絡（農林水産省 28 生畜
第 744 号通知）に基づいて “ 稲発酵
粗飼料生産 ･ 給与技術マニュアル第
6 版（（一社）日本草地畜産種子協会 
2014，以下，生産・給与技術マニュ
アル）” に掲載されている農薬の種類・
使用方法によって対応することとなっ
ている。生産・給与技術マニュアルで
は，農薬の使用時期に「収穫○日前ま

で」という記載がある場合は，「収穫」
を WCS 用イネの収穫にそのまま適用
することとしている。そのため，これ
らの農薬の使用上の留意点に注意を払
いつつ，食用イネ栽培に準じて雑草を
防除することを基本とするが，上述
のように，WCS 用イネ栽培では，食
用イネ栽培以上に省力・低コスト性が
強く要求されるため，除草剤の使用を
削減した雑草管理技術の開発が望ま
れる。草丈が高く，初期生育の優れた
イネ品種は雑草抑圧力が優れているこ
とから（Koarai and Morita 2003），
WCS 用イネ専用品種の雑草抑圧力を
評価したところ，茎葉型の WCS 用品
種は飼料用米向き多収品種や食用品種
より雑草抑圧力が強い品種が多かった

（表 -1，小荒井ら 2003）。そこで，草
冠を速やかに被覆するため雑草抑圧力
が強いとされる品種を利用すると必要
除草期間が短くなり，湛水直播栽培お
よび移植栽培では初期除草剤のみの除
草剤 1 回処理体系（図 -1，小荒井ら 
2005, 2007），乾田直播栽培では入水
後の除草剤を省略した除草剤 2 回処
理体系（図 -2，小荒井 2016）でも，
実用上問題ない程度に雑草を防除でき
ることを明らかにした。したがって，
WCS 用イネ直播栽培では，雑草抑圧
力の強い品種を作付けることで省力・
低コストな雑草管理が可能性であると
考えられた。

なお，生産・給与マニュアルの記載
の除草剤は毎年更新されるので，常に
最新の情報を入手する必要がある。

表 -1　‌WCS用イネ移植栽培におけるヒメタイヌビエの生育に及ぼすイネ品種の影響

Taporuri     　  - 0.11 b 0.18 (11) d 0.02 (1) f

Tetep 0.08 b 0.05 b 0.17 (10) d 0.01 (1) e

モーれつ 0.46 a 0.18 b 0.36 (21) c 0.05 (4) d

スプライス 0.50 a 0.36 a     　  -     　  -

ニシアオバ     　  -     　  - 0.47 (28) c 0.09 (8) c

ヒノヒカリ 0.59 a 0.42 a 0.66 (39) b 0.25 (21) b

ヒメタイヌビエ
単植

   　   -      　 - 1.69 (100) a 1.18 (100) a

表-1　WCS用イネ移植栽培におけるヒメタイヌビエの生育に及ぼすイネ品種の影響

2001年
６月移植５月移植 ６月移植 ５月移植

混植した
イネ品種

2002年
ヒメタイヌビエ乾物重(kg/㎡)

1) 調査は，イネ黄熟期に行った。
2) かっこ内の数値は，対ヒメタイヌビエ単植比 (%) を示す。
3) －は , 調査なし。
4) 同一アルファベットは，各移植時期において品種の間に Tukey 法の５％水準で有意差が無いことを示す
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2. 2 回刈り直播栽培におけ
る雑草防除

(1) 2 回刈り栽培とは

温暖な宮崎県や鹿児島県などの九州
南部では，他の飼料作物の多回刈り栽
培と同様に，WCS 用イネでも複数回
の収穫が可能で，4 月上旬から 4 月中
旬頃に播種あるいは移植して，1 番草
を穂ばらみ期から穂揃期頃に収穫し，
再生したイネを糊熟期から黄熟期頃に
再び 2 番草として収穫する 2 回刈り

栽培が行われている（農研機構九州沖
縄農業研究センター 2011）。2 回刈
り栽培では，茎葉収量が高く，かつ刈
り取り後の再生が旺盛な品種を用いる
必要があるため，農研機構九州沖縄農
業研究センターでは，鹿児島県内で実
施した現地の移植栽培で 2t/10a 弱の
合計乾物収量（1 番草と 2 番草）を実
証した 2 回刈り専用品種「ルリアオバ」
を育成した（坂井ら 2013）。

(2) 研究当時の 2 回刈り直播栽培
における除草剤使用上の注意点

本研究の実施当時，生産 ･ 給与技術

マニュアルにおいて直播栽培で使用で
きる除草剤として掲載されていた一発
処理型除草剤を含む湛水土壌処理型除
草剤にはすべて使用時期に『収穫 90
日前まで』あるいは『収穫 120 日前
まで』の記載があった。2 回刈り乾田
直播栽培においては，入水後の湛水土
壌処理型除草剤を散布できる時期から
おおむね 70 ～ 80 日後には 1 番草の
収穫時期を迎えるため，湛水土壌処理
型除草剤は事実上使用できなかった。
そのため，一発処理型除草剤を使用し
ない雑草防除技術を開発する必要が
あった。なお，現在は収穫 45 日前ま
で使用できるカルフェントラゾンエチ
ル・フルセトスルフロン粒剤，ピリミ
スルファン粒剤などが生産 ･ 給与技術
マニュアルに掲載され，2 回刈り直播
栽培でも入水後（再入水後）に一発処
理型除草剤が使用できる。

(3) 2 回刈り乾田直播栽培における
雑草防除

茎葉収量が高く，かつ刈り取り後の
再生が旺盛で，雑草抑圧力がきわめて
強い 2 回刈り専用品種「ルリアオバ」

（小荒井ら 2003, 2007）を利用する
ことで 2 回刈り乾田直播栽培におい
て，イネ出芽前に散布する非選択性除

図 -1　‌初期除草剤単用処理による残草量とWCS用イネ収量への影響
　　　　　　　　　　　　　　　　　‌1) 図中の数字は，収穫物への混入率を示す。

図 -2　‌WCS用イネ乾田直播栽培における入水37 ～ 39 日後の雑草の生育
1) エラーバーは全雑草乾物重の標準偏差を示す。
2)‌除草剤 2回体系は，播種直後にトリフルラリン粒剤，入水前にペノキススラム液剤を処理した。
なお，トリフルラリン粒剤は，現在，生産・給与技術マニュアルに掲載されていない。
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草剤と入水前に散布する茎葉処理型除
草剤との除草剤 2 回体系で雑草をほ
ぼ完全に防除でき，1 番草収穫後の雑
草防除は特に必要ないことを明らかに
した（図 -3，小荒井ら 2011）。この
雑草防除技術は，入水後（再入水後）
の湛水土壌処理型除草剤が使用できな
いという制限から考案された技術で
あるが，現在でも乾田期間の除草剤 2
回体系を基本した省力・低コストな雑
草防除法として有効な技術である。

3. 一部の多収イネ品種は
除草剤感受性が異なる

WCS 用イネ栽培では，子実が多収
あるいは茎葉部の乾物重が大きな専用
品種の育成と普及が進んでいる。これ
までの多収イネ品種の開発では，IR
系統などのインディカ種の遺伝子の導

入による育成などが行われてきた（加
藤 2010）。水稲の品種間，とくにジャ
ポニカ種とインディカ種との間でい
くつかの除草剤に対する感受性に差
があることが知られている（Ishizuka 
et al. 1984; Kobayashi et al. 1995）。
2009 年に除草剤ベンゾビシクロンの
単剤処理で温暖地向きに育成された一
部の多収イネ品種で白化・枯死を伴う
強い薬害を生じさせることが報告され
た（関野ら 2009）。我が国の除草剤
の開発および農薬登録の過程において
は，食用イネ品種における除草剤感受
性については，十分な検討がなされて
いるが（（財）日本植物調節剤研究協
会 2004），インディカ種の遺伝子が
導入された WCS 用を含む多収イネ品
種における除草剤感受性については十
分な検討が行われていなかった。暖地
においては，インディカ種の遺伝子が
導入された品種が広く栽培されている
ことや除草剤処理直後の気温が温暖地
より高く，イネへの除草剤の吸収量が
多くなるため，薬害が強く生じやすい
ことから，除草剤感受性について明ら
かにしておく必要があった。そこで，
暖地向き品種を含む WCS 用イネ 14
品種について，暖地ですでに広く普及
しているか，あるいは今後普及が見込
まれる除草成分を対象に，製剤を用い
て，13 除草剤に対する感受性につい
て検討し，「ミズホチカラ」，「モミロ
マン」および「ルリアオバ」は特定の
除草成分（ベンゾビシクロン，テフリ
ルトリオン）により，場合によっては
枯死に至る強い薬害（白化症状）を引

き起こすことを明らかにした（小荒井
ら 2010）。その後の研究により，16
品種で，特定の除草成分（メソトリオ
ン，ベンゾビシクロン，テフリルトリ
オン）により，場合によっては枯死に
至る強い薬害（白化症状）を引き起こ
すことが明らかになっている（農研機
構 2016）。したがって，これらの品
種を作付けする場合は，メソトリオン，
ベンゾビシクロン，テフリルトリオン
が含有した除草剤の使用は避けるよう
に，除草剤を選択する必要がある。

4. 雑草のイネWCSへの混入
が収穫物の品質に及ぼす影響

WCS 用イネ栽培では，省力・低コ
スト化を優先するあまり，雑草管理が
不十分となり，収穫時に雑草が繁茂し
て，収穫作業の際，イネだけでなく，
雑草もあわせて収穫する事例が多く見
られる。雑草は，乾物率，繊維成分含
量，単少糖含量および緩衝能が草種に
よって異なる。そのため，雑草が混入
したイネ WCS は，混入した雑草種お
よび混入率により，乾物率や繊維成分
含量等が変動するため，収穫物の品質
に大きな影響を及ぼすものと考えられ
る。そこで，雑草の混入がイネ WCS
の品質に及ぼす影響を検討した。

(1) 発酵品質への影響

乾物率の低いイボクサおよびタウ
コギがイネ WCS に 30％混入すると
発酵品質が著しく低下し，家畜に給
餌できなくなった（表 -2）。また，イ

図 -3　‌‌WCS 用イネ 2 回刈り栽培における
収穫時の雑草の生育

1) エラーバーは，標準偏差を示す。
2)‌除草剤 2回体系は，イネ出芽前に非選択
性除草剤グリホサートカリウム塩液剤，入
水前に茎葉処理型除草剤シハロホップブチ
ル・ベンタゾン液剤，除草 3回体系はさ
らに入水後に再度シハロホップブチル・ベ
ンタゾン液剤を処理した。

3)‌WCS用イネは 2009 年 5月 12日に播種
し，8 月 11 日に 1 番草，10 月 14 日に
2番草を収穫した。

4) 試験は福岡県筑後市で実施した。
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草剤と入水前に散布する茎葉処理型除
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あるが，現在でも乾田期間の除草剤 2
回体系を基本した省力・低コストな雑
草防除法として有効な技術である。

3. 一部の多収イネ品種は
除草剤感受性が異なる
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品種の育成と普及が進んでいる。これ
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系統などのインディカ種の遺伝子の導
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藤 2010）。水稲の品種間，とくにジャ
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くつかの除草剤に対する感受性に差
があることが知られている（Ishizuka 
et al. 1984; Kobayashi et al. 1995）。
2009 年に除草剤ベンゾビシクロンの
単剤処理で温暖地向きに育成された一
部の多収イネ品種で白化・枯死を伴う
強い薬害を生じさせることが報告され
た（関野ら 2009）。我が国の除草剤
の開発および農薬登録の過程において
は，食用イネ品種における除草剤感受
性については，十分な検討がなされて
いるが（（財）日本植物調節剤研究協
会 2004），インディカ種の遺伝子が
導入された WCS 用を含む多収イネ品
種における除草剤感受性については十
分な検討が行われていなかった。暖地
においては，インディカ種の遺伝子が
導入された品種が広く栽培されている
ことや除草剤処理直後の気温が温暖地
より高く，イネへの除草剤の吸収量が
多くなるため，薬害が強く生じやすい
ことから，除草剤感受性について明ら
かにしておく必要があった。そこで，
暖地向き品種を含む WCS 用イネ 14
品種について，暖地ですでに広く普及
しているか，あるいは今後普及が見込
まれる除草成分を対象に，製剤を用い
て，13 除草剤に対する感受性につい
て検討し，「ミズホチカラ」，「モミロ
マン」および「ルリアオバ」は特定の
除草成分（ベンゾビシクロン，テフリ
ルトリオン）により，場合によっては
枯死に至る強い薬害（白化症状）を引

き起こすことを明らかにした（小荒井
ら 2010）。その後の研究により，16
品種で，特定の除草成分（メソトリオ
ン，ベンゾビシクロン，テフリルトリ
オン）により，場合によっては枯死に
至る強い薬害（白化症状）を引き起こ
すことが明らかになっている（農研機
構 2016）。したがって，これらの品
種を作付けする場合は，メソトリオン，
ベンゾビシクロン，テフリルトリオン
が含有した除草剤の使用は避けるよう
に，除草剤を選択する必要がある。

4. 雑草のイネWCSへの混入
が収穫物の品質に及ぼす影響

WCS 用イネ栽培では，省力・低コ
スト化を優先するあまり，雑草管理が
不十分となり，収穫時に雑草が繁茂し
て，収穫作業の際，イネだけでなく，
雑草もあわせて収穫する事例が多く見
られる。雑草は，乾物率，繊維成分含
量，単少糖含量および緩衝能が草種に
よって異なる。そのため，雑草が混入
したイネ WCS は，混入した雑草種お
よび混入率により，乾物率や繊維成分
含量等が変動するため，収穫物の品質
に大きな影響を及ぼすものと考えられ
る。そこで，雑草の混入がイネ WCS
の品質に及ぼす影響を検討した。

(1) 発酵品質への影響

乾物率の低いイボクサおよびタウ
コギがイネ WCS に 30％混入すると
発酵品質が著しく低下し，家畜に給
餌できなくなった（表 -2）。また，イ

図 -3　‌‌WCS 用イネ 2 回刈り栽培における
収穫時の雑草の生育

1) エラーバーは，標準偏差を示す。
2)‌除草剤 2回体系は，イネ出芽前に非選択
性除草剤グリホサートカリウム塩液剤，入
水前に茎葉処理型除草剤シハロホップブチ
ル・ベンタゾン液剤，除草 3回体系はさ
らに入水後に再度シハロホップブチル・ベ
ンタゾン液剤を処理した。

3)‌WCS用イネは 2009 年 5月 12日に播種
し，8 月 11 日に 1 番草，10 月 14 日に
2番草を収穫した。

4) 試験は福岡県筑後市で実施した。
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ネ WCS のサイレージ発酵の品質を示
す V-SCORE は，混入した雑草種にか
かわらず，雑草の乾物率との間に有意
な正の相関関係が認められた（図 -4，
小荒井ら 2007）。したがって，水分
の多い雑草の混入が予想される場合，
収穫体系はダイレクトカット体系を避
け，水分調整ができる予乾体系で行う
ことが望ましい。

(2) 栄養価への影響

雑草が混入したイネ WCS の繊維成
分含量からイネを含むイネ科作物に用
いられる推定式を用いて可消化養分

（TDN）含量を推定したところ，クサ
ネム，ホソバヒメミソハギ，チョウ
ジタデの 10％の混入，ヒレタゴボウ，
タマガヤツリ，タカサブロウ，コナギ，
ヒメタイヌビエの 30％の混入で TDN
含量が有意に 5 ポイント以上低下し
た（表 -3，小荒井ら 2007）。

 (3) 安全性への影響

硝酸塩を多量に含んだ飼料をウシが
摂取すると，中毒死や流産などのメト
ヘモグロビン血症を引き起こす。そ
のため，飼料中の硝酸態窒素含量は，
2000ppm( 乾物中 ) 以下（妊娠牛では
1000ppm 以下）が望ましいとされて
いる。WCS 用イネは，窒素を多量に
施用した条件下でも，硝酸態窒素（硝
酸塩）の蓄積がほとんどない作物のた
め（小林ら 2000），多収を目的に家
畜ふん由来の堆肥を大量に投入する事
例がある。しかし，イボクサは生育期
間を通じて，タカサブロウ，アメリカ
センダングサ，チョウジタデは夏季ま
で上記基準以上の硝酸態窒素を蓄積し
た（表 -4，小荒井ら 2007）。牧草の
硝酸態窒素含量は，施肥条件，水管理
などの栽培条件で変動することが知ら
れているが（関村ら 1979），これら
雑草種においては，過度の追肥，収穫
前の長期間の落水管理などによって硝
酸態窒素が高まりやすくなった（図
-5，小荒井ら 2009, 小荒井 2013）。
WCS 用イネ栽培では，大型収穫機に
よる作業のため，早期に落水管理とな
ることから，硝酸態窒素を蓄積しやす
い雑草種が大量に残草した場合，硝酸
態窒素含量が高い早期の収穫を避ける
こと，および過度の追肥を避けること
が望ましいと考えられる。

このように多くの水田雑草は，イネ
WCS への混入により収穫物の品質に
影響を及ぼすことから，WCS 用イネ
栽培においても食用イネ栽培と同様の
雑草管理が必要である。

5. イネ WCS への雑草種子
の混入による種子伝播の懸念

前述の通り，WCS 用イネ栽培では，
省力・低コスト化を優先するあまり，
雑草管理が不十分となり，収穫時に雑
草が繁茂して，収穫作業の際，イネだ
けでなく，雑草や雑草種子もあわせて
収穫する事例が多く見られる。飼料畑
では雑草種子が混入した輸入飼料をウ
シに給与し，そのウシから排せつした
牛ふんを材料として堆肥を作成，圃場
に散布したことが，外来雑草の侵入・
発生面積の拡大の要因の一つだと推測
されている（西田 2002）。耕畜連携
のため牛ふんを材料とした堆肥を大量

草種
発酵品質

（V-SCORE）

不良（60点以下）

イボクサ 56

タウコギ 60

可（60点～80点）

コナギ 70

良（80点以上）

ヤナギタデ 86

アメリカセンダングサ 86

ヒレタゴボウ 87

タカサブロウ 88

タマガヤツリ 88

クサネム 91

ミズガヤツリ 92

イヌホタルイ 92

ホソバヒメミソハギ 94

クログワイ 95

チョウジタデ 96

ヒメタイヌビエ 97

イネ[雑草混入なし] 92

表-2 30%の混入によりイネWCSの発酵品
質を低下させる雑草

表 -2　‌‌30%の混入によりイネWCSの発酵
品質を低下させる雑草

図 -4　‌‌雑草の乾物率とその雑草が 30% 混入した
イネWCS の発酵品質との関係

10 30

クサネム 45.5 47.7

ホソバヒメミソハギ 46.7 47.1

チョウジタデ 48.0 48.5

ヒレタゴボウ 49.4 44.7

タマガヤツリ 50.7 47.7

タカサブロウ 52.7 47.8

コナギ 50.7 47.9

ヒメタイヌビエ 51.0 47.9

ヤナギタデ 50.6 49.4

タウコギ 50.4 50.0

イヌホタルイ 54.7 50.5

アメリカセンダングサ 54.7 51.4

ミズガヤツリ 51.4 51.7

クログワイ 50.1 52.4

イボクサ － 53.9

イネ[雑草混入なし]

1)

2)

表-3　雑草が混入したイネWCSの栄養価

草種
雑草混入率（％）

－TDN含量(DM%)－

53.3

網掛けは、イネと比較して5％水準で有意に5ポイン
ト以上低下した区を示す。
－は,試験なし。

表 -3　‌雑草が混入したイネWCSの栄養価

1）  網掛けは、イネと比較して 5％水準で有意に
5 ポイント以上低下した区を示す。

2）－は , 試験なし。
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に施用する WCS 用イネ栽培では，イ
ネ WCS 中に混入した水田雑草種子を
サイレージ調製・給与および堆肥作成
の過程で完全に死滅できなければ，堆
肥の散布により雑草の発生を拡大させ
る危険性が懸念される。そこで，サイ
レージ調製・給与および堆肥作成の過
程におけるイネ WCS に混入した水田
雑草種子の生存状況を検討した。

(1) サイレージ発酵による種子の
死滅

非硬実の水田雑草種子は，約 3-6 か
月のサイレージ発酵によってほとんど
死滅した。一方，種皮が硬実の状態に
あるクサネム種子は，サイレージ発酵
ではほとんど死滅しなかった（表 -5，

小荒井ら 2015）。したがって，大量
の非硬実の雑草種子が混入したイネ

WCS が作成された場合，すぐに開封
せず，3 ～ 6 か月の間，十分にサイレー
ジ発酵させた後に開封，給与すること
が，雑草の発生拡大を防ぐためにきわ
めて重要である。

(2) ルーメン発酵による種子の死滅

飼料作物では，乾草中に混入した雑
草種子は，ウシに摂食されても多くの
種子が生存した状態で排せつされ，サ
イレージに混入した雑草種子はウシ
の摂食で死滅すること（山田・川口 
1972; 高林ら 1978）が知られている。
水田雑草種子でも乾燥状態にある場合
はルーメン発酵による死滅効果はない
が，サイレージ発酵後に生存していた
種子はルーメン発酵により死滅した。
一方，種皮が硬実の状態にあるクサネ
ム種子に対するルーメン発酵による死
滅効果はなかった（表 -5，小荒井ら 
2017）。

1）  －は , 試験なし。
2）上段は 2004 年，下段は 2005 年の値。
3）編掛けは，許容水準値以上の数値を示す。

表 -4　‌雑草およびイネの硝酸態窒素含量

イボクサ 851 213

2752 1979

タカサブロウ 5468 677

5614 -

アメリカ
センダングサ

5380 20>

694 272

チョウジタデ 573 45

2406 -

タマガヤツリ 709 20>

コナギ 462 43

クサネム 38 20>

ヒメタイヌビエ 20> 20>

イヌホタルイ 20> 20>

ミズガヤツリ 20> 20>

クログワイ 20> 20>

コウキヤガラ 20> 20>

ヤナギタデ 20> 20>

イネ 20> 20>

1)
2)
3)

表-4　雑草およびイネの硝酸態窒素含量

－は，試験なし。
上段は2004年，下段は2005年の値。
網掛けは，許容水準値以上の数値を示す。

草種

調査日

８月下旬
～９月上旬

１０月中旬

硝酸態窒素含量
(ppm)

図 -5　‌‌‌異なる窒素追肥量および水管理によ
る雑草中の硝酸態窒素含量の変化

1)‌‌追肥は硝酸態窒素含量を調査する 29 日前に
行った。

2)‌‌水管理は，湛水区は常時湛水，落水区は調査
10日前から落水で管理した。

表 -5　‌‌サイレージ発酵とその後の乳牛第一胃内でのルーメン発酵処理が水田
雑草種子の生死に及ぼす影響

表-5

0 32 95 186

ヒメタイヌビエ

100.0 11.1 6.7 0.0

96.7 0.0 0.0 －

アメリカセンダングサ

100.0 2.6 0.0 0.0

27.8 0.0 － －

イヌホタルイ

100.0 0.0 0.0 0.0

20.0 － － －

クサネム（硬実）
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に施用する WCS 用イネ栽培では，イ
ネ WCS 中に混入した水田雑草種子を
サイレージ調製・給与および堆肥作成
の過程で完全に死滅できなければ，堆
肥の散布により雑草の発生を拡大させ
る危険性が懸念される。そこで，サイ
レージ調製・給与および堆肥作成の過
程におけるイネ WCS に混入した水田
雑草種子の生存状況を検討した。

(1) サイレージ発酵による種子の
死滅

非硬実の水田雑草種子は，約 3-6 か
月のサイレージ発酵によってほとんど
死滅した。一方，種皮が硬実の状態に
あるクサネム種子は，サイレージ発酵
ではほとんど死滅しなかった（表 -5，

小荒井ら 2015）。したがって，大量
の非硬実の雑草種子が混入したイネ

WCS が作成された場合，すぐに開封
せず，3 ～ 6 か月の間，十分にサイレー
ジ発酵させた後に開封，給与すること
が，雑草の発生拡大を防ぐためにきわ
めて重要である。

(2) ルーメン発酵による種子の死滅

飼料作物では，乾草中に混入した雑
草種子は，ウシに摂食されても多くの
種子が生存した状態で排せつされ，サ
イレージに混入した雑草種子はウシ
の摂食で死滅すること（山田・川口 
1972; 高林ら 1978）が知られている。
水田雑草種子でも乾燥状態にある場合
はルーメン発酵による死滅効果はない
が，サイレージ発酵後に生存していた
種子はルーメン発酵により死滅した。
一方，種皮が硬実の状態にあるクサネ
ム種子に対するルーメン発酵による死
滅効果はなかった（表 -5，小荒井ら 
2017）。

1）  －は , 試験なし。
2）上段は 2004 年，下段は 2005 年の値。
3）編掛けは，許容水準値以上の数値を示す。
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雑草種子の生死に及ぼす影響
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(3) 堆肥化による種子の死滅

雑草種子の死滅には，堆肥の一次発
酵過程における温度上昇が有効とされ
るが（Nishida et al. 2002），種皮が
硬く，透水性のない硬実のクサネム種
子は外的環境要因による影響を受けに
くい性質を有しているものと推察され
た。実際，アメリカセンダングサ種子
は稲わら中では 50℃で 24 時間の加
熱によりすべて死滅するのに対し，ク
サネム種子は，60℃の加熱処理によ
りすべて死滅させるには 15 日間を要
した（図 -6）。そこで堆肥内での種子
の生死を調査したところ，温度が一定
ではない稲わら石灰窒素堆肥内では，
クサネムを除く主要水田雑草種子は，
最初の切り返しまでにすべて死滅した
のに対し，クサネム種子は複数回切り
返しを行い，60℃以上を長く維持す
ることで，すべての種子が死滅した

（図 -7，小荒井ら 2012）。したがって，
クサネム種子の混入が予想される材料
で堆肥を作成する際は，一次発酵の期
間を十分取り，入念に発酵を行うこと
が重要であると推察された。

このようにサイレージ調製・給与お
よび堆肥作成の過程で硬実のクサネム
種子を死滅させることは，なかなか容

易ではない。したがって，収穫物に混
入しないようにクサネムの防除に努め
ることが肝要と考えられる。

おわりに

本研究で得られた成果は，生産・給
与技術マニュアルほか多くのマニュ
アルに引用され（小荒井 2011a, b, 
2014），農業現場および農業指導現場
において活用されてきた。これら成果
が，WCS 用イネ栽培の普及と食糧自給
率の向上に貢献できれば幸いである。
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図 -6　‌‌稲わら中（水分 70％）のクサネム種子
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稲わら中（水分70％）のクサネム種子の
生死に及ぼす温度の影響
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究を本務とする研究職員数は独法等では約 10％減，都道府県でも

15％減少し，事務関係も同様の傾向にある。ただ，女性研究員の割

合はそれぞれ 19％，15％増えており，任期付き研究員が特に独法で

ほぼ倍増している。また，独法では企画調整関係に従事する研究職
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国の農林水産業の発展を支える技術開発を担う研究基盤の弱体化が

懸念される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（K.O）

農林水産関係試験研究機関基礎調査
①　研究職員等の人員の推移

　統計データから

人員数 割合％ 人員数 割合％ 人員数 割合％ 人員数 割合％

研究職員 2,901 53.1 2,662 53.0 0.91 6,640 48.3 5,677 50.1 0.85

　内　女性 343 6.3 411 8.2 1.19 857 6.2 986 8.7 1.15

　内　任期付き 84 1.5 159 3.2 1.89 64 0.5 27 0.2 0.42

作業職員 639 11.7 540 10.8 0.85 2,711 19.7 2,046 18.1 0.75

企画調調整関係 719 13.2 749 14.9 1.04 1,287 9.4 1,119 9.9 0.9

　内　研究職員 298 5.5 354 7.0 1.19 949 6.9 863 7.6 0.91

事業・普及関係 0 0 754 5.5 639 5.6 0.85

事務関係 793 14.5 748 14.9 0.94 1,331 9.7 1,119 9.9 0.84

職種

農林水産関係試験研究機関基礎調査より

職種別の人員の推移

平成27年度
27／17比

平成27年度平成17年度 平成17年度

独立行政法人等 都道府県

27／17比
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りんご「ハックナイン」の果汁
原料栽培向け着果管理指標

北海道立総合研究機構農業研究本部
企画調整部地域技術グループ

内田　哲嗣

背景および目的

りんごは果樹の中でも耐寒性が高
く，北海道の気候条件で安定的に生産
できる中心的な品目であるが，栽培に
技術と経験を要することや近年の市場
価格の低迷，担い手不足や生産者の高
齢化，労働力不足の進行などにより栽
培面積，栽培戸数の減少が続いている
（図 -1）。

加工用りんごは一般的には，規格外
品が用いられていることが大半であ
る。果汁原料は内部品質が重要であ
り，外観品質の善し悪しは問題となら
ない。そのため，果汁原料栽培専用で
出荷することを目的とすれば，葉つみ
などの外観品質向上のための管理作業
を省略する省力栽培が可能であり，労
働力不足の現状においては，有効な手
法となり得る。果汁以外にも菓子原料
などとしての要望も多く，加工用りん
ごの需要は根強くあるが，りんごの生
産量自体が減少していることから慢性
的な原料不足となっている。北海道果
樹振興計画でもりんごに関して「省力
栽培技術の確立による加工原料用果実
の安定供給」が示されている。
北海道立中央農業試験場育成の

「ハックナイン」（1985 年北海道優良
品種）は樹勢が強いことから枝葉が繁
茂しやすく，着色不良による正品率の
低さなどから栽培面積が減少していた
が（図 -2），酸味の多さや搾汁率の高
さから果汁用としては従来から高く評
価されている。また，欠点とされる樹

勢の強さも，一方では樹が強健なこと
から着果を多くすることが出来る可能
性がある。これらのことが見直され，
現在一部産地では再導入が始まってお
り，果汁原料向け栽培が軌道に乗れば
さらなる栽培面積の拡大も期待できる。
これまで，果汁原料栽培向けの省力

栽培に関心は高かったが，樹への負担，

隔年結果，品質や採算性への懸念など
不明な点が多く，本格的には取り組ま
れてこなかった。
そこで「ハックナイン」について果

汁原料用としての品質の検討や採算性
があり毎年安定的に収穫できる収量水
準および着果基準の検討を行った。

図 -1　北海道のりんご栽培面積の推移

図 -2　「ハックナイン」の栽培面積の推移
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安定生産可能な収量水準の
設定

隔年結果を起こさずに毎年安定して
生産可能な収量水準を検討した。余市
町の現地圃場にて果汁原料用として生
食用よりも着果量が多くなるように着
果管理を行い，摘花剤 2回，摘果剤 1
回を散布し，着果した頂芽花そうは人
手で 1果に摘果した。夏期枝梢管理，
葉摘み，玉回しは実施しなかった。そ
の他防除等は生食用の現地慣行法と同
様に行った。供試品種として「Ｍ 26」
を中間台としたマルバ台「ハックナ
イン」を用いた。栽植距離は 96.2 本
/10a（樹間 2.6m× 列間 4m，樹高
4m），樹齢は約 25年生であった。
果汁原料用に着果量を多くした場

合，図 -3 のように年により収量に増
減が見られた。りんごは着果量が多す
ぎると翌年の花芽が減少して収量が減る
隔年結果を起こす。隔年結果を起こすと
安定的に収量を得られなくなるため，適
切な着果量を決定する必要がある。
当年の収量と翌年の収量の関係を見

たところ図 -4 のような結果となった。
当年収量よりも翌年収量が減少する事

例が見られたのは当年収量が 10a あ
たり 7.9t 以上からであり，7.9t 以上
になった 10 例中 8例で翌年の収量が
減少した。その一方で当年収量が6.9t

以下の場合では翌年の減収は起こらな
かった。
頂芽数が 800 個程度の場合，花芽

率が 40％を下回ると全ての果実を結
実させたとしても減収は避けられな
いと考えられるが（表 -1），花芽率が
40％を下回るのは前年の 10a あたり
収量が 9t 近くになった場合であり，
7t程度では問題となるような花芽率の
減少は見られなかった（図 -5）。　　
以上のことから隔年結果を起こさ

ずに，毎年安定的に生産できる収量は

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

翌
年
収
量

(t
/1

0a
）

当年収量(t/10a）

増加

減少

図 -4　当年の収量と翌年の収量の関係

頂芽数800個の場合
花芽率 40%
全花芽の中で, 1果でも結実した花そうが80％の場合,
結実した全ての花そうを1果残して摘果すると
果実数 800×0.4×0.8＝256個
平均果実重250gとして
64kg／樹 ＝ 6.2t/10a

表−1　花芽率と収量　
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10aあたり7t程度と考えられる。なお，
着果量が増加することにより樹体の衰
弱や腐らん病が懸念されるが，本試験
及び過去の試験においても供試樹で衰
弱樹や枯死樹を発生させるような，腐
らん病の発生は確認されなかった。

果汁原料品質を満たす収量
水準の設定

果汁原料用としての果実品質を満た
す収量水準を設定するため，果汁原料
用として生食用よりも着果量が多くな
るように着果管理を行い，収穫全量を

用いた果汁原料としての利用可能性を
評価した。その結果，各年共にりんご
ジュース（ストレート）の JAS 基準
（Brix　10％）を満たし，食味評価で
も対照と同等の評価を得た。これら
のサンプルの収量は 2010 年を除くと
10a あたり 7.1t ～ 10.1t であったこ
とから，10a あたり収量 7t であれば
安定的に品質を保つことが可能と考え
られる（表 -2）。

安定生産可能な着果基準の
設定

安定生産及び果汁原料用としての品
質を満たす適正収量である 7t/10a と
するための着果基準を設定した。
りんごの摘果を行う場合，頂芽数を

図 -5　当年の収量と翌年の花芽率の関係

表２

糖度
（Brix%）

酸度 (g/
100ml)

2008 試験サンプル 中央農試 88.0 83.3 7.3 192 11.6 0.39 3.3

2008 市販品 余市町 12.6 0.43 4.0

2009 試験サンプル 中央農試 93.6 83.3 7.8 244 12.7 0.45 4.3

2009 市販品 余市町 12.3 0.47 4.0

2010 試験サンプル 中央農試 58.3 88.9 5.2 234 12.7 0.47 4.3

2010 市販品 余市町 12.1 0.45 4.0

2011 試験サンプル 中央農試 80.1 88.9 7.1 244 12.5 0.47 4.9

2011 市販品 余市町 10.5 0.48 4.0

2012 試験サンプル 余市町 77.5 96.2 7.4 260 11.6 0.37 4.7

2012 市販品 余市町 11.2 0.38 4.0

2013 試験サンプル 余市町 77.9 96.2 7.5 242 12.1 0.40 4.3

2013 市販品 余市町 11.8 0.47 4.0

2014 試験サンプル 余市町 105.0 96.2 10.1 225 11.7 0.45 3.8

2014 市販品 余市町 11.4 0.48 4.0

産地
食味評価
（1：不 -

　　　 7:好）

１樹
収量
(kg)

栽植本数
/10a

概算
面積
収量

(ｔ/10a)

平均
果実重

（ｇ）

製造9ヶ月後の
果汁品質

産年度 試　験　区

表−2　収量と果汁品質　

　　　　注　‌食味評価のパネリストは、中央農試職員および各地区果樹担当普及員‌ ‌ ‌ ‌ ‌ ‌
　　　　　　"（2008 年産：21名 ,2009 年産：63名、2010 年産：43名、2011 年産：47名、2012 年産：38名、
　　　　　　2013 年産：41名、2014 年産：35名）"
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内田：りんご「ハックナイン」の果汁原料栽培向け着果管理指標　13

目安に行う。北海道では生食用の場合
250g 程度の果実重になる「つがる」
では「4頂芽に 1果」，350g 以上にな
る「ハックナイン」では「4～ 5頂芽
に 1果」を着果基準としている。
試験供試樹の当年結実率と翌年収量

の増減を見ると，表 -3，図 -6 に示す
ように結実率が 50％を超えていた場
合，つまり「2頂芽に１果」以上では
翌年収量は減少する事例が多かった。
翌年の花芽率も28.6 ～ 36.8%であっ
た。このときの当年収量は 10a あた
り 8t を超えていた。一方で当年結実
率が 37.5％，つまり概ね「3頂芽に 1
果」の場合翌年の花芽率は 83.1％と
高かった。このときの収量は 10a あ
たり 6.9t であった。
また，１樹あたりの頂芽数を 800

個と仮定し，結実数から推定結実率
を算出した場合，図 -7 のように当年
の推定結実率が 50％未満の場合，翌
年の花芽率が 40％を下回ることはな
かった。
結実率 50％，つまり「2頂芽に 1果」

を超えると翌年減収となり，10a あた
り７t を確保できない恐れが高い。以
上のことから着果基準は「3頂芽に１
果」が適切と考えられる。

摘果剤処理時期の拡大

果汁原料用りんご「ハックナイン」
栽培に当たり摘果作業の省力化のた
めNAC水和剤（85％）の処理時期の
拡大を検討した（表 -4）。中央農試の
試験では各区共に有意な差が見られな

結実率 頂芽数
減少 増加

結実率 結実率、着果数から割り返した頂芽数 50 63.7 816 473
3 64 50 21.4 473 816 83.1 37.5 690 816
5 38 83.1 20.3 816 690 72.3 29.2 982 377
9 72.3 21.1 982 50.8 17.6 467 1097
14 51 29.2 46 467 377 59.5 829
16 60 17.6 53.7 829 1097

63.14 37 756.5314 690.4577
収量 結実数
## 2014 2015 2013 2014 2015 収量

3 87 91.9 25.6 301 408 74 91.9 87.1
5 72 93.5 38.4 306 573 116 93.5 71.5
9 129.5 64.9 710 227 129.5 31.1

14 73 31.1 42 237 110 137 72.6 54.7
16 ## 54.7 109.8 493 193 427 118.9

101.3 61.1
増加
減少

表3

収量増減

年度 樹 推定頂芽数 花芽率結実数結実率果実重 糖度 花芽率結実率 翌年/当年

番 (個） （％） (個） （％）（ｇ）（Brix　%（kg/樹）(t/10a) （％）（％）（kg/樹）(t/10a) （％）
2014 A 816 60.5 408 50.0 225 11.6 91.9 8.8 28.6 21.4 25.6 2.5 28
2014 B 690 83.1 573 83.1 163 11.7 93.5 9.0 26.6 20.3 38.4 3.7 41
2014 C 982 84.6 710 72.3 182 11.3 129.5 12.5 36.8 21.1 64.9 6.2 50
2013 B 816 55.6 306 37.5 234 12.1 71.5 6.9 83.1 83.1 93.5 9.0 131

当年
収量 収量

翌年

表−3　収量と果汁品質　

図 -6　当年結実率と翌年花芽率の関係
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かったが 2015 年には開花期間中の低
温で無処理区でも落果率が高かった
こと等が要因と考えられた（表 -5 ～
-7）。余市町での試験結果は，3カ年
を通して無処理区と比較して頂芽落花
期区，満開 2～ 3 週間後区の落果率
が高かった。しかし頂芽落花期区と満
開 2～ 3 週間後区の間には差が見ら
れなかった（表 -8 ～ 10）。

各試験を通して通常の処理よりも早
い時期での処理になる頂芽落花期区で
も過剰摘果は起こらなかった。また，
余市町での頂芽落花期区では無処理区
に対して頂芽果全体の落果率が 34％
高かった（表 -11）。
従来摘果剤としての NAC 水和剤

の登録内容は「満開後 2～ 3週間頃」
であったが，現在は「満開後１～４週

間」となっている（2017年4月26日）。
本試験の「頂芽落花期」は満開 3～
10 日後の処理であったが（図 -8），
この結果から従来よりも早い満開後 1
週間の散布でも果汁原料用「ハック
ナイン」に対して有効であり，処理
時期拡大により利用しやすくなると
考えられる。
また，「ふじ」などでは摘花剤，摘
果剤単用よりも摘花剤と摘果剤を併
せて使用する体系処理の効果が高い
との報告がされている。しかし，生
食用栽培では摘果の際に形が良く大
果となる中心果を残す。摘花剤，摘
果剤は中心果，側果の区別無く作用
することから，散布を行わない生産
者も多い。散布した場合も中心果に
影響が出ないような時期に散布する
ため，散布タイミングを逃したり，
十分な落果効果が得られにくい時期
になるといった面もある。一方，果
汁原料用では中心果にこだわる必要
が無いため，より効果の得やすい時期
に散布することが出来る。

摘果時間の検討

「ハックナイン」の果汁原料用栽培
の収益および労働時間を試算するため
摘果時間の検討を行った。果汁原料
用は摘花剤（石灰硫黄合剤），摘果剤
（NAC水和剤）を使用し，果実が残存
している頂芽の花そうに 1果残した。
腋芽果は全て摘果した。生食用は摘果
剤のみを使用し，大きさ，形等を吟味
して 4～ 5 頂芽に 1果の割合で中心

表5

年次 頂芽
場所 年次 満開期 落花期 処理日 満開後 平均横径 処理日２ 満開後 平均横径

日数 (mm) 日数 (mm)
2015 中央 2015 5月18日 5月24日 5月25日 7 4.4 6月1日 14 7.6
2016 中央 2016 5月21日 5月24日 5月24日 3 4.1 6月6日 16 8.5
2015 余市 2015 5月12日 5月18日 5月18日 6 3.7 5月26日 14 7.1
2016 余市 2016 5月19日 5月24日 5月24日 5 4.2 6月7日 19 13.1

2017 余市 2017 5月19日 5月26日 5月29日 10 7.1 6月5日 17 11.3

頂芽落花期処理 満開2～3週間後処理

表−5　生育相，処理月日および処理時の中心果平均横径　

表６　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　中央農試）
処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 36.9 46.4 16.7 80.7 n. 41.8 54.5 3.8 80.4 n.s.
満開2～3週間後 43.8 45.4 10.8 79.5 n. 57.4 40.2 2.4 89.8 n.s.
無処理 36.9 41.7 21.4 75.5 n. 43.0 50.2 6.8 84.0 n.s.
*n.sはTukeyの多重検定により5%水準で有意差無し。

表７　花そうの結実果数別割合と落果率（2016年　中央農試）

処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体
0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)

頂芽落花期 4.8 15.9 79.4 44.7 n. 22.3 45.9 31.8 72.9 n.s.
満開2～3週間後 15.4 40.7 43.9 60.7 n. 42.3 52.8 4.9 76.2 n.s.
無処理 12.1 18.9 68.9 49.8 n. 19.6 61.5 18.9 71.0 n.s.
*n.sはTukeyの多重検定により5%水準で有意差無し。

表８　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　余市）
頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 28.4 44.0 27.6 58.0 a 60.0 30.0 10.0 84.2 a
満開2～3週間後 18.4 34.4 47.2 49.6 ab 45.5 36.4 18.2 84.1 a
無処理 13.9 32.8 53.3 41.2 b 9.1 45.5 45.5 48.3 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表９　花そうの結実果数別割合と落果率（2016年　余市）
頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 43.3 46.7 10.0 82.5 a 60.0 40.0 0.0 84.2 a
満開2～3週間後 31.7 49.2 19.2 77.0 a 55.0 40.0 5.0 77.9 ab
無処理 20.0 50.0 30.0 68.8 b 0.0 15.0 85.0 72.0 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表10　花そうの結実果数別割合と落果率（2017年　余市）

頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 10.0 29.2 60.8 54.2 a 13.6 45.5 40.9 64.5 a
満開2～3週間後 6.7 26.7 66.7 51.2 a 25.0 35.7 39.3 70.1 a
無処理 0.8 11.7 87.5 35.7 b 14.3 47.6 38.1 37.3 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表11　余市町　落果率平均(2015～17年)
頂芽果全体

平均落果率(%)
頂芽落花期 a 64.9
無処理       b 48.6
a/b 1.34

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

表−6　花そうの結実果数別割合と落下率（2015年　中央農試）　表６　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　中央農試）
処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体
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頂芽落花期 10.0 29.2 60.8 54.2 a 13.6 45.5 40.9 64.5 a
満開2～3週間後 6.7 26.7 66.7 51.2 a 25.0 35.7 39.3 70.1 a
無処理 0.8 11.7 87.5 35.7 b 14.3 47.6 38.1 37.3 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表11　余市町　落果率平均(2015～17年)
頂芽果全体

平均落果率(%)
頂芽落花期 a 64.9
無処理       b 48.6
a/b 1.34

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

表−7　花そうの結実果数別割合と落下率（2016年　中央農試）　

表６　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　中央農試）
処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 36.9 46.4 16.7 80.7 n. 41.8 54.5 3.8 80.4 n.s.
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図−8　処理時期の目安　
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かったが 2015 年には開花期間中の低
温で無処理区でも落果率が高かった
こと等が要因と考えられた（表 -5 ～
-7）。余市町での試験結果は，3カ年
を通して無処理区と比較して頂芽落花
期区，満開 2～ 3 週間後区の落果率
が高かった。しかし頂芽落花期区と満
開 2～ 3 週間後区の間には差が見ら
れなかった（表 -8 ～ 10）。

各試験を通して通常の処理よりも早
い時期での処理になる頂芽落花期区で
も過剰摘果は起こらなかった。また，
余市町での頂芽落花期区では無処理区
に対して頂芽果全体の落果率が 34％
高かった（表 -11）。
従来摘果剤としての NAC 水和剤

の登録内容は「満開後 2～ 3週間頃」
であったが，現在は「満開後１～４週

間」となっている（2017年4月26日）。
本試験の「頂芽落花期」は満開 3～
10 日後の処理であったが（図 -8），
この結果から従来よりも早い満開後 1
週間の散布でも果汁原料用「ハック
ナイン」に対して有効であり，処理
時期拡大により利用しやすくなると
考えられる。
また，「ふじ」などでは摘花剤，摘
果剤単用よりも摘花剤と摘果剤を併
せて使用する体系処理の効果が高い
との報告がされている。しかし，生
食用栽培では摘果の際に形が良く大
果となる中心果を残す。摘花剤，摘
果剤は中心果，側果の区別無く作用
することから，散布を行わない生産
者も多い。散布した場合も中心果に
影響が出ないような時期に散布する
ため，散布タイミングを逃したり，
十分な落果効果が得られにくい時期
になるといった面もある。一方，果
汁原料用では中心果にこだわる必要
が無いため，より効果の得やすい時期
に散布することが出来る。

摘果時間の検討

「ハックナイン」の果汁原料用栽培
の収益および労働時間を試算するため
摘果時間の検討を行った。果汁原料
用は摘花剤（石灰硫黄合剤），摘果剤
（NAC水和剤）を使用し，果実が残存
している頂芽の花そうに 1果残した。
腋芽果は全て摘果した。生食用は摘果
剤のみを使用し，大きさ，形等を吟味
して 4～ 5 頂芽に 1果の割合で中心

表5

年次 頂芽
場所 年次 満開期 落花期 処理日 満開後 平均横径 処理日２ 満開後 平均横径

日数 (mm) 日数 (mm)
2015 中央 2015 5月18日 5月24日 5月25日 7 4.4 6月1日 14 7.6
2016 中央 2016 5月21日 5月24日 5月24日 3 4.1 6月6日 16 8.5
2015 余市 2015 5月12日 5月18日 5月18日 6 3.7 5月26日 14 7.1
2016 余市 2016 5月19日 5月24日 5月24日 5 4.2 6月7日 19 13.1

2017 余市 2017 5月19日 5月26日 5月29日 10 7.1 6月5日 17 11.3

頂芽落花期処理 満開2～3週間後処理

表−5　生育相，処理月日および処理時の中心果平均横径　

表６　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　中央農試）
処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 36.9 46.4 16.7 80.7 n. 41.8 54.5 3.8 80.4 n.s.
満開2～3週間後 43.8 45.4 10.8 79.5 n. 57.4 40.2 2.4 89.8 n.s.
無処理 36.9 41.7 21.4 75.5 n. 43.0 50.2 6.8 84.0 n.s.
*n.sはTukeyの多重検定により5%水準で有意差無し。

表７　花そうの結実果数別割合と落果率（2016年　中央農試）

処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体
0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)

頂芽落花期 4.8 15.9 79.4 44.7 n. 22.3 45.9 31.8 72.9 n.s.
満開2～3週間後 15.4 40.7 43.9 60.7 n. 42.3 52.8 4.9 76.2 n.s.
無処理 12.1 18.9 68.9 49.8 n. 19.6 61.5 18.9 71.0 n.s.
*n.sはTukeyの多重検定により5%水準で有意差無し。

表８　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　余市）
頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 28.4 44.0 27.6 58.0 a 60.0 30.0 10.0 84.2 a
満開2～3週間後 18.4 34.4 47.2 49.6 ab 45.5 36.4 18.2 84.1 a
無処理 13.9 32.8 53.3 41.2 b 9.1 45.5 45.5 48.3 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表９　花そうの結実果数別割合と落果率（2016年　余市）
頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 43.3 46.7 10.0 82.5 a 60.0 40.0 0.0 84.2 a
満開2～3週間後 31.7 49.2 19.2 77.0 a 55.0 40.0 5.0 77.9 ab
無処理 20.0 50.0 30.0 68.8 b 0.0 15.0 85.0 72.0 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表10　花そうの結実果数別割合と落果率（2017年　余市）

頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 10.0 29.2 60.8 54.2 a 13.6 45.5 40.9 64.5 a
満開2～3週間後 6.7 26.7 66.7 51.2 a 25.0 35.7 39.3 70.1 a
無処理 0.8 11.7 87.5 35.7 b 14.3 47.6 38.1 37.3 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表11　余市町　落果率平均(2015～17年)
頂芽果全体

平均落果率(%)
頂芽落花期 a 64.9
無処理       b 48.6
a/b 1.34

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

表−6　花そうの結実果数別割合と落下率（2015年　中央農試）　表６　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　中央農試）
処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 36.9 46.4 16.7 80.7 n. 41.8 54.5 3.8 80.4 n.s.
満開2～3週間後 43.8 45.4 10.8 79.5 n. 57.4 40.2 2.4 89.8 n.s.
無処理 36.9 41.7 21.4 75.5 n. 43.0 50.2 6.8 84.0 n.s.
*n.sはTukeyの多重検定により5%水準で有意差無し。

表７　花そうの結実果数別割合と落果率（2016年　中央農試）

処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体
0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)

頂芽落花期 4.8 15.9 79.4 44.7 n. 22.3 45.9 31.8 72.9 n.s.
満開2～3週間後 15.4 40.7 43.9 60.7 n. 42.3 52.8 4.9 76.2 n.s.
無処理 12.1 18.9 68.9 49.8 n. 19.6 61.5 18.9 71.0 n.s.
*n.sはTukeyの多重検定により5%水準で有意差無し。

表８　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　余市）
頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 28.4 44.0 27.6 58.0 a 60.0 30.0 10.0 84.2 a
満開2～3週間後 18.4 34.4 47.2 49.6 ab 45.5 36.4 18.2 84.1 a
無処理 13.9 32.8 53.3 41.2 b 9.1 45.5 45.5 48.3 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表９　花そうの結実果数別割合と落果率（2016年　余市）
頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 43.3 46.7 10.0 82.5 a 60.0 40.0 0.0 84.2 a
満開2～3週間後 31.7 49.2 19.2 77.0 a 55.0 40.0 5.0 77.9 ab
無処理 20.0 50.0 30.0 68.8 b 0.0 15.0 85.0 72.0 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表10　花そうの結実果数別割合と落果率（2017年　余市）

頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 10.0 29.2 60.8 54.2 a 13.6 45.5 40.9 64.5 a
満開2～3週間後 6.7 26.7 66.7 51.2 a 25.0 35.7 39.3 70.1 a
無処理 0.8 11.7 87.5 35.7 b 14.3 47.6 38.1 37.3 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表11　余市町　落果率平均(2015～17年)
頂芽果全体

平均落果率(%)
頂芽落花期 a 64.9
無処理       b 48.6
a/b 1.34

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

表−7　花そうの結実果数別割合と落下率（2016年　中央農試）　

表６　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　中央農試）
処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 36.9 46.4 16.7 80.7 n. 41.8 54.5 3.8 80.4 n.s.
満開2～3週間後 43.8 45.4 10.8 79.5 n. 57.4 40.2 2.4 89.8 n.s.
無処理 36.9 41.7 21.4 75.5 n. 43.0 50.2 6.8 84.0 n.s.
*n.sはTukeyの多重検定により5%水準で有意差無し。

表７　花そうの結実果数別割合と落果率（2016年　中央農試）

処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体
0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)

頂芽落花期 4.8 15.9 79.4 44.7 n. 22.3 45.9 31.8 72.9 n.s.
満開2～3週間後 15.4 40.7 43.9 60.7 n. 42.3 52.8 4.9 76.2 n.s.
無処理 12.1 18.9 68.9 49.8 n. 19.6 61.5 18.9 71.0 n.s.
*n.sはTukeyの多重検定により5%水準で有意差無し。

表８　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　余市）
頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 28.4 44.0 27.6 58.0 a 60.0 30.0 10.0 84.2 a
満開2～3週間後 18.4 34.4 47.2 49.6 ab 45.5 36.4 18.2 84.1 a
無処理 13.9 32.8 53.3 41.2 b 9.1 45.5 45.5 48.3 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表９　花そうの結実果数別割合と落果率（2016年　余市）
頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 43.3 46.7 10.0 82.5 a 60.0 40.0 0.0 84.2 a
満開2～3週間後 31.7 49.2 19.2 77.0 a 55.0 40.0 5.0 77.9 ab
無処理 20.0 50.0 30.0 68.8 b 0.0 15.0 85.0 72.0 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表10　花そうの結実果数別割合と落果率（2017年　余市）

頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 10.0 29.2 60.8 54.2 a 13.6 45.5 40.9 64.5 a
満開2～3週間後 6.7 26.7 66.7 51.2 a 25.0 35.7 39.3 70.1 a
無処理 0.8 11.7 87.5 35.7 b 14.3 47.6 38.1 37.3 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表11　余市町　落果率平均(2015～17年)
頂芽果全体

平均落果率(%)
頂芽落花期 a 64.9
無処理       b 48.6
a/b 1.34

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

表−8　花そうの結実果数別割合と落下率（2015年　余市）　

表６　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　中央農試）
処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 36.9 46.4 16.7 80.7 n. 41.8 54.5 3.8 80.4 n.s.
満開2～3週間後 43.8 45.4 10.8 79.5 n. 57.4 40.2 2.4 89.8 n.s.
無処理 36.9 41.7 21.4 75.5 n. 43.0 50.2 6.8 84.0 n.s.
*n.sはTukeyの多重検定により5%水準で有意差無し。

表７　花そうの結実果数別割合と落果率（2016年　中央農試）

処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体
0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)

頂芽落花期 4.8 15.9 79.4 44.7 n. 22.3 45.9 31.8 72.9 n.s.
満開2～3週間後 15.4 40.7 43.9 60.7 n. 42.3 52.8 4.9 76.2 n.s.
無処理 12.1 18.9 68.9 49.8 n. 19.6 61.5 18.9 71.0 n.s.
*n.sはTukeyの多重検定により5%水準で有意差無し。

表８　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　余市）
頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 28.4 44.0 27.6 58.0 a 60.0 30.0 10.0 84.2 a
満開2～3週間後 18.4 34.4 47.2 49.6 ab 45.5 36.4 18.2 84.1 a
無処理 13.9 32.8 53.3 41.2 b 9.1 45.5 45.5 48.3 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表９　花そうの結実果数別割合と落果率（2016年　余市）
頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 43.3 46.7 10.0 82.5 a 60.0 40.0 0.0 84.2 a
満開2～3週間後 31.7 49.2 19.2 77.0 a 55.0 40.0 5.0 77.9 ab
無処理 20.0 50.0 30.0 68.8 b 0.0 15.0 85.0 72.0 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表10　花そうの結実果数別割合と落果率（2017年　余市）

頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 10.0 29.2 60.8 54.2 a 13.6 45.5 40.9 64.5 a
満開2～3週間後 6.7 26.7 66.7 51.2 a 25.0 35.7 39.3 70.1 a
無処理 0.8 11.7 87.5 35.7 b 14.3 47.6 38.1 37.3 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表11　余市町　落果率平均(2015～17年)
頂芽果全体

平均落果率(%)
頂芽落花期 a 64.9
無処理       b 48.6
a/b 1.34

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体
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表６　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　中央農試）
処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 36.9 46.4 16.7 80.7 n. 41.8 54.5 3.8 80.4 n.s.
満開2～3週間後 43.8 45.4 10.8 79.5 n. 57.4 40.2 2.4 89.8 n.s.
無処理 36.9 41.7 21.4 75.5 n. 43.0 50.2 6.8 84.0 n.s.
*n.sはTukeyの多重検定により5%水準で有意差無し。

表７　花そうの結実果数別割合と落果率（2016年　中央農試）

処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体
0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)

頂芽落花期 4.8 15.9 79.4 44.7 n. 22.3 45.9 31.8 72.9 n.s.
満開2～3週間後 15.4 40.7 43.9 60.7 n. 42.3 52.8 4.9 76.2 n.s.
無処理 12.1 18.9 68.9 49.8 n. 19.6 61.5 18.9 71.0 n.s.
*n.sはTukeyの多重検定により5%水準で有意差無し。

表８　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　余市）
頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 28.4 44.0 27.6 58.0 a 60.0 30.0 10.0 84.2 a
満開2～3週間後 18.4 34.4 47.2 49.6 ab 45.5 36.4 18.2 84.1 a
無処理 13.9 32.8 53.3 41.2 b 9.1 45.5 45.5 48.3 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表９　花そうの結実果数別割合と落果率（2016年　余市）
頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 43.3 46.7 10.0 82.5 a 60.0 40.0 0.0 84.2 a
満開2～3週間後 31.7 49.2 19.2 77.0 a 55.0 40.0 5.0 77.9 ab
無処理 20.0 50.0 30.0 68.8 b 0.0 15.0 85.0 72.0 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表10　花そうの結実果数別割合と落果率（2017年　余市）

頂芽花そうの結実果数別割合( 腋芽花そうの結実数果別割合(

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 10.0 29.2 60.8 54.2 a 13.6 45.5 40.9 64.5 a
満開2～3週間後 6.7 26.7 66.7 51.2 a 25.0 35.7 39.3 70.1 a
無処理 0.8 11.7 87.5 35.7 b 14.3 47.6 38.1 37.3 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表11　余市町　落果率平均(2015～17年)
頂芽果全体

平均落果率(%)
頂芽落花期 a 64.9
無処理       b 48.6
a/b 1.34

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

表−10　花そうの結実果数別割合と落下率（2017年　余市）　

表６　花そうの結実果数別割合と落果率（2015年　中央農試）
処理時期 頂芽花そうの結実果数別割合(頂芽果全体腋芽花そうの結実数果別割合(腋芽果全体

0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 36.9 46.4 16.7 80.7 n. 41.8 54.5 3.8 80.4 n.s.
満開2～3週間後 43.8 45.4 10.8 79.5 n. 57.4 40.2 2.4 89.8 n.s.
無処理 36.9 41.7 21.4 75.5 n. 43.0 50.2 6.8 84.0 n.s.
*n.sはTukeyの多重検定により5%水準で有意差無し。

表７　花そうの結実果数別割合と落果率（2016年　中央農試）
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0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
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無処理 12.1 18.9 68.9 49.8 n. 19.6 61.5 18.9 71.0 n.s.
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0 1 2≦ 落果率(%) 0 1 2≦ 落果率(%)
頂芽落花期 10.0 29.2 60.8 54.2 a 13.6 45.5 40.9 64.5 a
満開2～3週間後 6.7 26.7 66.7 51.2 a 25.0 35.7 39.3 70.1 a
無処理 0.8 11.7 87.5 35.7 b 14.3 47.6 38.1 37.3 b
*異符号はTukeyの多重検定により5%水準で有意差有り。

表11　余市町　落果率平均(2015～17年)
頂芽果全体

平均落果率(%)
頂芽落花期 a 64.9
無処理       b 48.6
a/b 1.34

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

処理時期
頂芽果全体 腋芽果全体

表−11　余市町　落果率平均（2015〜17年）　 ５月下旬 ６月上旬

満開期
頂芽落花期

満開１週間後 満開2～3週間後

図−8　処理時期の目安　
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果を残した。腋芽果は全て摘果した。　
摘果にかかった時間の調査を行った

ところ，生食用栽培の場合１樹あたり
の摘果時間は 2.08 時間であった。果
汁原料用では 1.68 時間であった。果
汁原料用の摘果時間は生食用の 81％
であった（表 -12）。

経済性試算

「ハックナイン」の果汁原料栽培の
経済性を試算したところ，生産果実全
てを果汁原料用として出荷したとする
と，単価は低いものの収量は 2.3 倍と
なり，また出荷経費のダンボール代な
どもかからないことから比例費用が抑
えられるが，10a あたりの生産額と比
例費用の差引は約29万円と算出され，
生食用よりも 11％減少する。
労働時間では摘果時間は約 20％削

減でき，外観品質向上のための枝梢管
理や葉つみが必要なくなる。生食用で
は果実が成熟しているかどうかを色な
どで判断しながら数回に分けて収穫す
る必要があるが，果汁原料用では収穫
量が増える一方で一斉収穫が可能なた
め収穫時間はほぼ同等となる。選果，
箱詰めは必要ない。合計すると生食用
の 116.6 時間に対して果汁原料用は

75.3時間と35％の削減が可能である。
以上のことから果汁原料用栽培は生

食用栽培に比べて労働生産性が 37％
向上した（表 -13）。
果汁原料栽培は摘果や収穫の作業自

体が単純化出来る上，作業時間の短縮
も図られる。また，削減された労働時
間を生食用に振り分け，さらなる高品
質化を図ることが出来るなど，用途別
に効率的な作業を行うことが可能とな

る。また，規模拡大を図る上でも経営
のベースとなる金額を確実に得られる
作物となり得る。
このことからりんご栽培の一部に

「ハックナイン」の果汁原料栽培を取り
入れることは，経営にとって労働生産
性の面から有利であると考えられる。
以上のことから「ハックナイン」の

果汁原料栽培に向けた着果管理指標を
設定した（表 -14）。

表12

年次 結実 摘果時間
花そう数
(推定） hr/樹

果汁原料用 2012 942 1.69
2013 443 1.66

生食用 2012 1656 1.99
2013 1737 2.17

果汁原料用 693 1.68
生食用 1697 2.08
果汁原料用/生食用 81%

平均

　　　　　　　　表−12　摘果時間 表−13　経済性試算（10aあたり）

7 
 

表 13  経済性試算（10a あたり） 

 
 

内訳 生食用 果汁原料用
果汁
/生食

収量（ｋｇ） 3,000 7,000

正品率（％） 63 100
単価（円） 規格内 190 50

規格外 50
生産額 ① 414,600 350,000
比例費用 ② 90,126 62,348

内訳 肥料 14,095 14,095
農薬 35,477 36,015
出荷用段ボール等 28,316 0
その他 12,238 12,238

差引 ①-② 324,474 287,652 89%

労働時間 摘果 14.0 11.3 81%
(時間) 夏期枝梢管理 6.0 0.0 0%

葉つみ等 14.0 0.0 0%
収穫運搬 25.0 25.0 100%
荒選果・出荷 21.5 3.0 14%
小計 80.5 39.3 49%
その他
(剪定、草刈、防除等） 36.1 36.1 100%
合計 ③ 116.6 75.4 65%

労働生産性
(円/hr)
注1)生食用収量、正品率、単価は「ハックナイン」の現地実態

注2)比例費用、労働時間：北海道農業生産技術体系（第４版）を参考とした。

注3)農薬：果汁原料用は摘花剤(石灰硫黄合剤)含む

注4)収穫運搬：生食用3回　果汁原料用1回

(①-②）

／③
2,783 3,813 137%

　　　　　　　　　表−14　「ハックナイン」の果汁原料栽培向け着果管理指標

①目標収量　　７t/10a　　
　（隔年結果を起こさず毎年安定生産可能な収量）
②着果基準　3頂芽に１果
　摘果労力を削減するために，適期に摘花剤を使用する。
　満開１～ 3週間後までに摘果剤（NAC水和剤）を散布することで，
　摘果にかかる時間を短縮できる。
　成らせる果実は中心果でなくても良い。
　腋芽には成らせない。
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緊急に防除技術開発が必要な
畑作物と雑草種
－農研機構作物保護試験研究推進会議雑草部会の報告－

農研機構中央農業研究センター
生産体系研究領域

澁谷　知子

国立研究開発法人農業・食品産業技
術総合研究機構（農研機構）は，平成
28 年度より作物保護試験研究推進会
議雑草部会を開催している。平成 30
年（2018 年）3 月 14 日に中央農業
研究センター（つくば市）で第 2回
雑草部会を開催したところ，昨年度に
引き続き，地域の問題雑草の報告を多
数いただいた。雑草問題は多岐にわた
るため，作物保護の切り口だけでなく，
いろいろな作物の栽培，畜産，機械等
の分野とも連携する必要がある。現状
では，それらの分野との連携が十分で
なく，情報が共有できていないことも
雑草問題を複雑にしていると考えられ
る。報告によれば，作目によっては使
用できる除草剤がないため，耕作を放
棄せざるを得なかったり，手取り除草
で労力が多大にかかったり，収穫物へ
の雑草残さや雑草種子の混入被害が生
じたりして，産地消滅が心配される地
域も散見された。外来雑草の侵入の報
告もあり，警戒を強化する必要がある。
そこで，雑草部会での議論を踏まえ

て問題点を整理し，平成 29 年度作物
保護試験研究推進会議雑草部会報告

「緊急に防除技術開発が必要な畑作物
と雑草種」として，本年 5月に関係
機関に情報を提供した。今回，この報
告の内容を紹介する機会をいただいた
ので，若干情報を追加し，改めて皆様
にお伝えしたい。

1. 大豆―オオブタクサ，アレ
チウリ(特定外来生物)，帰化
アサガオ類，イヌホオズキ類，
ホオズキ類など
オオブタクサ（図 -1）が大豆圃場

に侵入したが，侵入初期に手取りで徹
底防除し，被害と分布拡大を防いだこ
とが報告された。オオブタクサは河川
敷などで繁茂している大型の難防除雑
草で，大豆畑での防除体系が確立され
ていない。どの地域でも侵入する可能
性があり，特に河川敷に近い圃場では
警戒を強める必要がある。
その他，アレチウリ，帰化アサガオ

類，イヌホオズキ類，ホオズキ類など
が繁茂し，収穫が全くできないほど雑
草害が生じたり，品質低下が問題と
なっている例がある。オオブタクサを
はじめとしてこれらの警戒雑草情報パ

ンフレット（図 -2）が公開されてい
るので，未侵入の地域では，まずどん
な雑草かを知って，地域ぐるみで侵入
を防止する必要がある。
これらの雑草に対しては，大豆に登

録のある土壌処理剤の効果が劣った
り，発生期間が長いために効果が不十
分になったりするので，生育期に複数
回の防除が必須となる。全面処理で使
用できる茎葉処理剤のフルチアセット
メチル乳剤が 2018 年 2月に登録され
たので，同じく全面処理できるベンタ
ゾン液剤との体系処理，非選択性茎葉
処理剤の畦間株間処理や塗布処理，機
械除草などの防除方法を組み合わせて
防除体系を開発していく必要がある。
なお，これらの雑草が発生した場合に
は種子をつける前に徹底的に防除し，
土壌中の雑草種子の増加を防止する。
大豆をそばや小豆に変更してもこれら
の雑草は発生し，水稲と輪作しても種
子は減らない。今後，さらに土壌処理
除草剤や生育期に全面散布できる広葉
雑草対象の茎葉処理除草剤，耕種的防
除法の開発が望まれる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 オオブタクサ（左:生育期，右:開花期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 警戒雑草情報パンフレット（オオブタクサなど） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 大麦畑に繁茂するカラスムギ 

図 -1　オオブタクサ（左 : 生育期，右 : 開花期）
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図-2 警戒雑草情報パンフレット（オオブタクサなど） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 大麦畑に繁茂するカラスムギ 

図 -2　警戒雑草情報パンフレット
（オオブタクサなど）
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図-2 警戒雑草情報パンフレット（オオブタクサなど） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 大麦畑に繁茂するカラスムギ 

図 -1　オオブタクサ（左 : 生育期，右 : 開花期）
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図-2 警戒雑草情報パンフレット（オオブタクサなど） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 大麦畑に繁茂するカラスムギ 

図 -2　警戒雑草情報パンフレット
（オオブタクサなど）
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2. 麦類―ネズミムギ・カラ
スムギ，スズメノテッポウ

（除草剤抵抗性），カラスノ
エンドウ
水稲と輪作できない圃場や水稲栽培

時に湛水不良の麦類の圃場でネズミ
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図-1 オオブタクサ（左:生育期，右:開花期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 警戒雑草情報パンフレット（オオブタクサなど） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 大麦畑に繁茂するカラスムギ 図 -3　大麦畑に繁茂するカラスムギ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 除草剤抵抗性スズメノテッポウ総合防除マニュアル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 警戒雑草情報パンフレット（ナルトサワギク） 

図 -4　‌‌除草剤抵抗性スズメノテッポウ総合
防除マニュアル
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では機械化の関係で条間を変更するこ
とは困難であることが多い。
現在，病害対策として行われる太陽

熱処理や土壌燻蒸処理が雑草の種子の
死滅に有効であることが明らかになっ
ているため，その利用時期や頻度の最
適化，土壌処理剤や生育期に全面散布
できる広葉雑草対象の茎葉処理除草
剤，葉菜類の輪作を含めた耕種的防除
法の開発が望まれる。

7. 牧草・草地―ナルトサワ
ギク（特定外来生物）

ナルトサワギクは有毒植物で，オー
ストラリアなどで大きな問題となって
いるが，日本でも牧草地で繁茂し，放
牧が不可能になっている地域がある。
有毒であり，被害が家畜や人体に及ぶ
危険性もあるため，早急に農業者等に
情報を正しく伝達する必要がある。最
も警戒すべき雑草種として情報を共有
するため，警戒雑草情報パンフレット
（図 -5）が公開されている。特定外来生
物に指定されていることから，国とし
てももっと対策に取り組む必要がある。
種子は風に飛ばされて裸地に侵入し

やすいので，競争力の強い牧草をてい
ねいに栽培し，裸地を作らないように
する必要がある。非選択性茎葉処理剤
は裸地を増やし，侵入の機会を増やし
てしまう。牧草類や草地に使用できる
有効な除草剤は日本では登録がない。
文献情報によると，芝に登録がある

フェノキシカルボン酸系除草剤などは
ナルトサワギクに効果があると推定さ
れる。これらの除草剤の牧草類や草地
への早急な登録拡大が望まれる。

8. 畦畔・不耕起播種栽培―
ネズミムギ（除草剤抵抗性）

現在は畑作物に対する被害ではない
が，水田畦畔において一部の非選択性
茎葉処理剤に抵抗性を持つネズミムギ
が侵入し，除草が困難となっている例
や水稲不耕起播種栽培においてグリホ
サート抵抗性ネズミムギが播種前に繁
茂して播種が困難になるほど問題と
なっている例がある。これらが畑作物
の圃場へ侵入する可能性もあるため，
警戒する必要がある。
畑作などで使用されているイネ科雑

草対象の茎葉処理除草剤の多くは，こ
れらの除草剤抵抗性ネズミムギに効果
があると考えられるので，今後，水田
畦畔や水稲播種前でも使用できるよう
に登録拡大が望まれる。
以上のように，現在の防除技術では

防除できない作物と雑草の組み合わせ
が非常に多く，嘆息せざるを得ない。
しかも，このような難防除雑草は多く
の場合，水稲を含めて作目を変更して
も解決せず，それどころか被害を大き
くする場合もある。唯一，今すぐ取
り組めることは，これ以上，新たな圃
場に難防除雑草を侵入させないように

することである。そのためには，地域
全体で発生実態情報を共有し，優先順
位をつけて圃場周辺を含めた対策を立
て，実行する必要がある。ただし，圃
場周辺の管理も容易ではなく，問題は
山積している。すでに待ったなしの状
況になっている難防除雑草問題に対し
て，圃場周辺から圃場内まで一体とし
た防除技術の開発が必要である。また，
大規模化や機械化によって栽培体系や
栽培様式が変更になると，今までの雑
草防除体系が実施できなくなり，雑草
問題が急に浮上する可能性がある。農
業を取り巻く情勢が変化している中，
雑草対策にはこれまで以上に，様々な
分野の連携が必要である。

参考資料
　除草剤の使用に当たっては独立行政法人農林
水産消費安全技術センターのページより，最新
の登録情報を得て下さい。
　http://www.acis.famic.go.jp/index.htm
　特定外来生物については環境省の日本の外
来種対策のページの特定外来生物等一覧など
を参照して下さい。
　‌‌http://www.env.go.jp/nature/intro/
index.html

　‌‌h t t p : / / www. e n v. g o . j p / n a t u r e /
intro/2outline/list.html

　農研機構中央農業研究センターや九州沖縄
農業研究センターのホームページで，警戒雑
草情報パンフレットやマニュアルを公開して
いますので，参考にして下さい。
　‌‌http://www.naro.affrc.go.jp/narc/
contents/zasso_pro/

　‌‌http://www.naro.affrc.go.jp/karc/
introduction/chart/suiden_engei_area/
weed/index.html

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 除草剤抵抗性スズメノテッポウ総合防除マニュアル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 警戒雑草情報パンフレット（ナルトサワギク） 

図 -5　‌‌‌警戒雑草情報パンフレット
　　　‌（ナルトサワギク）
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図-4 除草剤抵抗性スズメノテッポウ総合防除マニュアル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 警戒雑草情報パンフレット（ナルトサワギク） 

図 -5　‌‌‌警戒雑草情報パンフレット
　　　‌（ナルトサワギク）
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英国全土に繁茂する日本原産
イタドリの生物的防除

CABI-UK

黒瀬　大介

はじめに

イタドリ（Fallopia japonica (Houtt.) 
Ronse Decr.， Japanese knotweed）
は東アジア原産のタデ科の多年生植物
である。本植物の原産国の 1 つであ
る日本では，山地や路肩など，様々な
場所に自生する雑草として知られてお
り，特定の地域では食用としても利用
されている。一方，欧米諸国，特に英
国では，本雑草が猛威を奮い，その被
害が拡大しているため，防除対策が急
務となっている。英国の他に，西欧や
北米，豪州等，世界中において本雑草
が問題となっていることから，国際自
然保護連合（IUCN）は本雑草を「世
界の外来侵入種ワースト 100」の 1
種として指定している。

本稿では，著者らがこれまで行って
きた日本産天敵を用いた英国における
イタドリの生物的防除に関する研究お
よびその現状について紹介する。

1. 英国におけるイタドリ
の被害状況と防除対策

19 世紀前半，ドイツ人医学者・博
物学者であるシーボルトは九州地方
からオランダにイタドリ雌 1 株を持
ち帰り（Bailey 2007），英国には 19
世紀中頃に観葉植物として輸入され
た（Child・Wade 2000）。 し か し，
1886 年，英国ウェールズ地方におい
て本雑草の野外繁殖が初めて確認され
ると，川岸，鉄道沿線，路傍および人

家周辺を中心に繁茂し，今や英国全土
に分布するまでになった。特に，本雑
草が人家および敷地に存在する場合，
家屋内に侵入するとともにその土地の
価値を半減させることから，人々の生
活にも甚大な影響を及ぼしている。こ
れは本雑草に対する天敵が存在しない
こと，および強い生命力および繁殖力
によって英国の在来植物との生存競争
を勝ち抜くことが要因であると考えら
れている。

英国における現在の主なイタドリの
防除法は物理的防除法および化学的防
除法であるが，その費用は年間 15 億
ポンド（約 220 億円）以上に達する

（Defra 2003）。また，長期にわたる
除草剤の施用は環境に悪影響をもたら
すとともに，薬剤耐性イタドリの出現
を誘発すること等が指摘されている。
そこで，著者らは雑草の原産国に生息
する天敵（植食性昆虫や植物病原菌）
を用いた伝統的生物的防除法をイタド
リの防除に適用するため，その防除法
の開発に着手した。

2. 原産地のイタドリに寄生
する天敵の探索

日本全国のイタドリ群落に生息する
天敵の探索を行ったところ，植食性昆
虫 186 種および植物病原菌 5 種が認
められた。得られた天敵について宿主
範囲試験等によるスクーリングを行っ
た結果，植食性昆虫としてイタドリマ
ダラキジラミ，植物病原菌としてイタ
ドリ斑点病菌を伝統的生物的防除素材

として選抜し，両素材に関する研究を
それぞれ展開した。

3. イタドリマダラキジラミ
を用いたイタドリの生物的
防除の試み

(1) イタドリマダラキジラミの生態

イタドリマダラキジラミ（Aphalara 

itadori Shinji）（図 -1）は日本全国に
分布する，カメムシ目タデキジラミ科
に属する植食性昆虫である。本昆虫の
生態に関して野外調査したところ，1
年間につき 4 回の発生ピークが認め
られ，春および秋に採取された個体は
夏の個体よりも翅の長さが長く，また
体色の暗化が確認された。そのため，
秋と翌春の個体は同一世代であると考
えられたことから，本昆虫は世代交代
を年間 3 回行い，第 3 世代が越冬す
ることが示唆された（津田ら 2009）。
また，第 3 世代については，低温で
ある冬を経験することにより産卵が可
能となることも明らかにした。

次に，室内において本昆虫の生態
を観察したところ，成虫の体長は約
2mm で，卵から成虫に至る生育期間

図 -1　‌‌イタドリマダラキジラミの卵（矢印）
および成虫

図-1 イタドリマダラキジラミの卵（矢印）および成虫
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は約 32 日であることが明らかとなっ
た（Shaw et al. 2009）。また，成虫
は最大 67 日間生存し，雌 1 匹あたり
の産卵個数は約 637 個，産卵期間は
約 38 日であった。本昆虫は幼虫から
成虫に至るまでイタドリ葉茎を吸汁
し，最終的にはイタドリ個体を枯死さ
せることから，高い加害力を有するこ
とが明らかとなった。

(2) イタドリマダラキジラミの
安全性評価

外来の生物的防除素材を被害地域に
導入する伝統的生物的防除法は，通常
1 回のみの野外散布により実施される
ことから，本法を用いた雑草防除の研
究およびその実用化は政府および国公
立研究機関によって行われる。選抜し
た伝統的生物的防除素材の安全性試験
に つ い て は，Wapshere（1974） が
提唱する Centrifugal (related plants) 
and Varietal (economic plants) 
Strategy に改変を加えた方法（Briese 
2003; Briese・Walker 2008） に 基
づき行われるのが一般的である。すな
わち，被害地域に自生する植物種のう
ち，標的雑草に近縁な植物種を中心に
防除素材の寄生性が評価される。さら
に，被害地域における有用植物や経済
的に重要な植物についても，防除素材
の安全性評価が行われる。現在までの
ところ，本法により導入された外来天
敵が被害地域の有用植物や他の植物に
悪影響を及ぼしたという事例は報告さ
れていない（Evans 2000）。

上記安全性評価法に基づき，イタド

リマダラキジラミの安全性試験に供試
する植物種として，イタドリと分類上
近縁な植物種および英国国内で経済
的に重要な作物，合計 87 種が選抜さ
れた。これら植物種を用いて，イタド
リマダラキジラミ成虫の産卵試験，幼
虫への発育および生存試験，および成
虫生存試験を行い，本昆虫の安全性に
ついて評価を行った。その結果，近縁
植物数種において成虫による産卵が確
認されたが，その後同植物種におけ
る幼虫への発育および生存は認めら
れなかった（Shaw et al. 2009）。一
方， ツ ル タ デ（Fallopia dumetorum）
においては 26.7% の成虫が生存す
ることが確認された（イタドリでは
96.7%）。しかしながら，ツルタデと
イタドリの生息場所が異なること，さ
らに両種を用いた本昆虫の産卵試験で
は，ツルタデにおける産卵数は全体の
2% 以下であったことから，野外にお
いて本昆虫がツルタデ上で生存する可
能性は非常に低いことが示唆された。
以上から，本昆虫は高い宿主特異性を
有することが確認されたため，伝統的
生物的防除素材として利用できる可能

性が高いことが明らかとなった。

(3) 英国におけるイタドリマダラ
キジラミの野外放飼試験

2009 年，CABI はイタドリマダラ
キジラミに関する上記調査結果を取
りまとめ，病害虫リスク評価書（Pest 
Risk Assessment）を英国環境・食
料・ 農 村 地 域 省（Department for 
Environment Food & Rural Affairs; 
Defra）に提出した。その後，Defra
は本昆虫の英国野外への導入可否に関
する検討を行うとともに，国民から
の意見も募った上で，2010 年 3 月，
Defra およびウェールズ行政庁は本
昆虫を野外に放飼することを決定し，
2010 年春には試験的に野外に導入し
た。この試みは欧州で初めての外来性
天敵による雑草の伝統的生物的防除の
実用化事例となった。

野外放飼試験ではまずはじめに，野
外および野外ケージにおいて，自然環
境下における本昆虫の在来植物他種
および在来昆虫種への影響を評価し
た。5 年間にわたる調査の結果，本昆
虫による在来植物種への加害は確認さ

図 -2　‌英国野外において観察されたイタドリマダラキジラミ．
2016 年秋に観察された‌(a) 幼虫（赤丸），（b) 越冬態の幼虫，（c)2017 年春に確認された越
冬成虫（赤丸）‌．

図-2 英国野外において観察されたイタドリマダラキジラミ．2016年秋に
観察された (a)幼虫（b)越冬態の幼虫．（c)2017年春に確認された越冬成
虫

a

b c
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成虫に至るまでイタドリ葉茎を吸汁
し，最終的にはイタドリ個体を枯死さ
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1 回のみの野外散布により実施される
ことから，本法を用いた雑草防除の研
究およびその実用化は政府および国公
立研究機関によって行われる。選抜し
た伝統的生物的防除素材の安全性試験
に つ い て は，Wapshere（1974） が
提唱する Centrifugal (related plants) 
and Varietal (economic plants) 
Strategy に改変を加えた方法（Briese 
2003; Briese・Walker 2008） に 基
づき行われるのが一般的である。すな
わち，被害地域に自生する植物種のう
ち，標的雑草に近縁な植物種を中心に
防除素材の寄生性が評価される。さら
に，被害地域における有用植物や経済
的に重要な植物についても，防除素材
の安全性評価が行われる。現在までの
ところ，本法により導入された外来天
敵が被害地域の有用植物や他の植物に
悪影響を及ぼしたという事例は報告さ
れていない（Evans 2000）。

上記安全性評価法に基づき，イタド

リマダラキジラミの安全性試験に供試
する植物種として，イタドリと分類上
近縁な植物種および英国国内で経済
的に重要な作物，合計 87 種が選抜さ
れた。これら植物種を用いて，イタド
リマダラキジラミ成虫の産卵試験，幼
虫への発育および生存試験，および成
虫生存試験を行い，本昆虫の安全性に
ついて評価を行った。その結果，近縁
植物数種において成虫による産卵が確
認されたが，その後同植物種におけ
る幼虫への発育および生存は認めら
れなかった（Shaw et al. 2009）。一
方， ツ ル タ デ（Fallopia dumetorum）
においては 26.7% の成虫が生存す
ることが確認された（イタドリでは
96.7%）。しかしながら，ツルタデと
イタドリの生息場所が異なること，さ
らに両種を用いた本昆虫の産卵試験で
は，ツルタデにおける産卵数は全体の
2% 以下であったことから，野外にお
いて本昆虫がツルタデ上で生存する可
能性は非常に低いことが示唆された。
以上から，本昆虫は高い宿主特異性を
有することが確認されたため，伝統的
生物的防除素材として利用できる可能

性が高いことが明らかとなった。

(3) 英国におけるイタドリマダラ
キジラミの野外放飼試験

2009 年，CABI はイタドリマダラ
キジラミに関する上記調査結果を取
りまとめ，病害虫リスク評価書（Pest 
Risk Assessment）を英国環境・食
料・ 農 村 地 域 省（Department for 
Environment Food & Rural Affairs; 
Defra）に提出した。その後，Defra
は本昆虫の英国野外への導入可否に関
する検討を行うとともに，国民から
の意見も募った上で，2010 年 3 月，
Defra およびウェールズ行政庁は本
昆虫を野外に放飼することを決定し，
2010 年春には試験的に野外に導入し
た。この試みは欧州で初めての外来性
天敵による雑草の伝統的生物的防除の
実用化事例となった。

野外放飼試験ではまずはじめに，野
外および野外ケージにおいて，自然環
境下における本昆虫の在来植物他種
および在来昆虫種への影響を評価し
た。5 年間にわたる調査の結果，本昆
虫による在来植物種への加害は確認さ
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れず，また在来昆虫種の多様性への影
響についても認められなかった。本昆
虫の導入における安全性が確認された
ことから，現在，成虫の放飼箇所を水
辺や川岸等に拡大し，本昆虫の定着性
に関する調査を行っている。今までの
ところ，英国数ヶ所において幼虫が観
察され（図 -2a, b），2016，2017 年
春には越冬した成虫が確認された（図
-2c）ことから，英国内でも越冬が可
能であることが明らかになった。さら
に，現在，カナダにおいても，日本産
イタドリマダラキジラミの野外放飼が
行われており，定着性や越冬に関して
調査が進められている。

4. イタドリ斑点病菌を用いた
イタドリの生物的防除の
試み

(1) イタドリ斑点病菌の発生実態
と生活環

日本全国における野外調査の結果，
イタドリ斑点病菌がイタドリに優占的
に寄生することが明らかとなった（黒
瀬ら 2013）。本菌は斑点性の病徴を呈
する病原菌（図 -3a, b）で，形態学的
特徴並びに分子系統学的解析に基づき，
本 菌 を Mycosphaerella polygoni-cuspidati 

Hara と同定した（Kurose et al. 2009）。
年間を通した経時的な野外定点調査を
行ったところ，本菌は初春に群落全体
に病斑を形成し始めると，梅雨時に病
勢が急速に拡大し激しい病徴を呈し，

晩秋には全罹病葉の落葉が認められた。
以上から，本菌は非常に強い病原力を
有していることが示唆された。

経時的な野外調査並びに接種試験に
基づき，本菌の生活環は以下のように
推定された（図 -4）。落葉の病斑上で越
冬した偽子のう殻が春になると成熟し
始め，温度や湿度の上昇とともに，そ
の内部に子のう並びに子のう胞子を形
成する。4 月～ 5 月頃に子のう胞子が
成熟・野外放出され，イタドリ新葉に
感染を引き起こす。感染約 3，4 週間
後，病斑を形成し始めると，その後の
温度や湿度が上昇する梅雨の時期にか
けて病勢が進展し病斑上に精子器を形
成するようになる。精子器内に形成さ
れた精子は野外放出後，受精毛に付着
し，再び偽子のう殻を形成する。その
後，偽子のう殻内部には子のう並びに
子のう胞子が形成される。形成された
子のう胞子は放出後，新たな植物体に
付着し，発芽・侵入し精子器を形成する。
このようにして感染が数回繰り返され
るものと推察される。12 月頃には，全
罹病葉が落葉し，落葉上には偽子のう
殻だけが残存し越冬する。この偽子の
う殻が翌年の一次伝染源となる。この
ように，本菌の生活環は不完全世代を

もたず，偽子のう殻および精子器のみ
を有し，群落内で完結することを解明
した（Kurose et al. 2009）。さらに，本
菌の交配型遺伝子の構造解析を行った
ところ，本菌には 2 種類の交配型菌株
が存在し，これらが交配することによ
り生活環を完結する雌雄異株性である
ことも明らかにした（黒瀬ら 2015）。

(2) イタドリ斑点病菌によるイタド
リの防除効果および野外接種試験

イタドリ斑点病菌は子のう胞子およ
び菌糸体が病原性を有しているが，現
時点では本菌の子のう胞子の形成は in 

vitroで確認されていない。そのため，
本菌の菌糸体を接種源として利用する
ことが想定されている。そこで，菌糸
体による効果的な接種条件として，葉
齢，湿度100%条件下における濡れ温度・
時間，および温室維持温度について検
討した。その結果，菌糸体を展開 7-9
日後の葉に接種し，濡れ温度 20℃で 48
時間静置後，21℃に維持する条件で最
も強い病原力が発現されることが明ら
かとなった（Kurose et al. 2015）。本条
件をもとに，日本の健全イタドリ圃場
において本菌 1 株の菌糸体を供試した
野外防除効果試験を行ったところ，接

図-3 イタドリ斑点病菌に感染したイタドリ葉．（a）日本野外で観察された
罹病葉．（b）菌糸体の接種により形成された病斑

a b

図 -3　‌‌イタドリ斑点病菌に感染したイタドリ葉．（a）日本
野外で観察された罹病葉．（b）菌糸体の接種により
形成された病斑
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図-4 イタドリ斑点病菌の予想される生活環．スケール 10μm（Kurose et al. 2009）図 -4　‌‌イタドリ斑点病菌の予想される生活環．スケール‌10μm（Kurose‌et‌al.‌2009）‌
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種個体において高い防除効果が認めら
れた（Kurose et al. 2015）。

(3) 野外散布後のイタドリ斑点病菌
の分子追跡法の開発

イタドリ斑点病菌を野外散布した場
合には，イタドリおよびその他植物へ
の本菌の感染状況等について経時的に
観察する必要がある。そこで，本菌の
分子追跡を目的とした，種特異的プ
ライマーを利用した PCR 法の確立を
試みた。rDNA-ITS 領域内の塩基配列
情報において，本菌に特異的な配列に
着目したプライマーを設計し，PCR
条件等について詳細な解析を加えた。
その結果，選定された特異的プライ
マーは本種に近縁な菌種の DNA を増
幅せず，その検出限界としては 1pg/
µl の DNA 量であることが判明した

（Kurose et al. 2016）。さらに，本病
の罹病葉からも検出可能であったこと
から，野外での本菌の分子追跡手法と
して本法の有効性が示された（Kurose 
et al. 2016）。

(4) イタドリ斑点溶菌の安全性評価

イタドリマダラキジラミ同様，イタ
ドリ斑点病菌の安全性評価はイタドリ
と分類上近縁な植物種および英国国内
で経済的に重要な作物，合計 74 種を
用いて行われた。本試験では子のう胞
子および菌糸体を供試し，接種試験後，
病徴観察ならびに光学顕微鏡を用いた
葉組織観察を行った。その結果，英国
に自生するウミミチヤナギ（Polygonum 

maritimum）において病原性および精

子器の形成が認められた。また，近縁
植物数種においても，病斑の形成が確
認されたが，それらの葉組織では抵抗
性反応により菌糸が伸長していなかっ
た。以上から，本菌は高い宿主特異性
が示されたが，罹病性を示す在来植物
が認められたため，現時点では英国に
おける本菌の伝統的生物的防除の導入
については見送られることとなった。

(5) イタドリ斑点病菌の微生物除草剤
としての利用の可能性

本菌は Mycosphaerella 属菌他種とは
異なり，繰り返し感染を引き起こす不
完全世代を有していない。また，本菌
は生活環を完結させるためには 2 種
類の交配型菌株が必要となる雌雄異株
性という特徴を有している。そのため，
この特性を生かし，どちらか一方の交
配型菌株の菌糸体を用いた微生物除草
剤としての適用が考えられた。すなわ
ち，一方の交配型菌株を野外散布する
ことにより，本菌の生活環を完結する
ことができず，かつ散布個体以外の植
物種には本菌は拡散しない。この概念
に関し，英国において特許を取得する
とともに，国際特許についても出願中
である。現在，この概念実証に向けて，
研究を継続中である。

おわりに

近年，世界中において侵略的外来性
雑草が侵入・定着し，在来植物種との
競合等により生物多様性に影響を与
え，自然生態系を撹乱している。この

ような問題は，一国だけで解決できる
ものではなく，各被害地域における問
題点，対処方法等の知識の交換を含め
て国際的に柔軟な対応が求められる。
したがって，本研究のような生物的防
除法の開発には，外来性雑草の原産国
および導入予定国での研究者間におけ
る国際共同研究が必要不可欠である。
国際共同研究が遂行されて初めて基礎
的研究から実用化まで円滑に，かつ効
率的に行われるものと考えられる。

本研究において導入天敵の野外放飼
試験が成功した場合には，懸案である各
種除草剤等の資材費，労力を大幅に減少
させるとともに，地球資源と環境を保全
しつつ，イタドリ群落の分布拡大を抑制
できるものと期待される。そして，総合
的病害虫管理（IPM）の実践が指向され
ている中で，植食性昆虫および植物病原
菌を含む天敵を利用した雑草の生物的防
除に関する本国際共同研究が国内外にお
ける侵略的外来性雑草の防除に新知見を
与えるものと期待される。
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　イネ科アゼガヤ属の一年生草本。本州から九州の水田や畦，
農地周辺の湿地や休耕田などでよく見かける。茎は細く初めは
地を這うが，次第に節ごとに根を下ろし斜めに立ち上がる。草
丈は 30 ～ 70cm くらいであるが，大きくなると 1m を超える
ものもある。花序は長さ 15 ～ 40cm，多数の側枝の下側に整
然と隙間なく小穂をつけ，小花は成熟すると紫色を帯びる。ま
た，生産される種子数は 1 株当たり 10 万を超えるとも。
　日本在来であるが，食用にも薬用にもならず，小花が成熟す
ると紫色を帯びることを除いて目立った特徴もなく，万葉人や
京の宮廷人などに目を向けられることはなかった。しかし夏を
過ぎて秋が始まるころ，黄色く色付きだした稲田をこの紫色を
帯びた小花が額縁状に彩る様は，田で稲を作る農家にとっては

煩わしいだけのものであろうが，筆者には「畦の紅葉」として
なかなかに美しいものとも思えるのだが・・・。
　例えばこんな場面。
　雲一つなく晴れ渡った空。空の向こうにはなだらかではある
が少しばかりの起伏を持った山並み。目の前には黄色く熟れだ
した稲田が少しずつ段差をもって辺り一面に続く。そんな農山
村の中，人の行き来が作った畦道をボロボロになった袈裟をま
とった坊主が行く。草臥れて畦に座ると心地よい風が体を抜け
ていく。目をいま来た畦道へと向けると，畦から田へと傾いた
アゼガヤの薄紫色の穂が風に靡いている。
　種田山頭火の句にこんなのがある。
　　すわれば風がある　秋の雑草　（昭和 8 年，「層雲」）

（公財）日本植物調節剤研究協会
兵庫試験地　須藤　健一
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種個体において高い防除効果が認めら
れた（Kurose et al. 2015）。

(3) 野外散布後のイタドリ斑点病菌
の分子追跡法の開発
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観察する必要がある。そこで，本菌の
分子追跡を目的とした，種特異的プ
ライマーを利用した PCR 法の確立を
試みた。rDNA-ITS 領域内の塩基配列
情報において，本菌に特異的な配列に
着目したプライマーを設計し，PCR
条件等について詳細な解析を加えた。
その結果，選定された特異的プライ
マーは本種に近縁な菌種の DNA を増
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（Kurose et al. 2016）。さらに，本病
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して本法の有効性が示された（Kurose 
et al. 2016）。

(4) イタドリ斑点溶菌の安全性評価

イタドリマダラキジラミ同様，イタ
ドリ斑点病菌の安全性評価はイタドリ
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子器の形成が認められた。また，近縁
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この世は不思議な生きものであふれている。なので，『へ
んないきもの』という本がバカ売れし，その続編や類似本も
多数編まれているが，とりあえず当分はネタに困ることはな
いだろう。
そういえば，「なぜこんなに多様な生きものが存在するの

か」という疑問こそが，ダーウィン進化論の出発点だった。
チャールズ・ロバート・ダーウィン（1809 ～ 82）はその答を，
「分岐の原理」に求めた。つまり，この世に存在する生きも
のは，共通の祖先から，長い時間をかけて，枝分かれを繰り
返すことで多様化してきたというのだ。そしてその原動力と
して，遺伝的変異の無方向性と自然淘汰の原理を提唱した。
ダーウィンと同時に自然淘汰説を提唱したアルフレッド・

ラッセル・ウォレス（1823 ～ 1913）は，動物の擬態，そ
れもカムフラージュの精妙さを例に，自然淘汰の威力をこと
あるごとに強調していた。たとえばナナフシ。見た目が小枝
にそっくりで，行動も，たいていは枝にじっと止まったまま
で，葉を食べ，必要に応じて緩慢に動くだけである。
ナナフシ目は，熱帯から温帯にかけて分布する 2500 種あ

まりを擁するグループである。Phasmatodea（Phasmida）
というグループ名は，ラテン語で「幽霊」を意味する
Phasma に由来している。風に揺らぐかのようにふらふらと
した緩慢な動きからの連想なのだろう。動物標本の採集家
だったウォレスは，インドネシアのアルー諸島でナナフシを
採集している。その標本は，同時代の昆虫学者で博物画家で
もあったジョン・O・ウェストウッド（1805 ～ 93）によっ
て 1859 年にウォレスナナフシ Neopromachus wallacei（図
-1）と命名された。
これまでに発見されている最古のナナフシ化石は，1億

2000 万年前の白亜紀初期のものだ。体長はおよそ 7センチ
で，翅には網状ではなく，平行した直線的な翅脈が走ってい
る。1億 2000 万年前というと，まだ顕花植物が登場する前
にあたる。同じ地層からはイチョウの葉の化石も見つかって
いる。そういえば，この古代ナナフシの翅脈は，どことなく
イチョウの葉脈と似ていなくもない。この化石が発見される

前，ナナフシの進化は，1億年前の顕花植物の多様化と歩調
を合わせて始まったと考えられていたらしい。擬態する相手
の植物の多様性よりもむしろ，鳥類や哺乳類による捕食圧の
ほうが，ナナフシの進化を強く後押ししたということなのか
もしれない。確かに，考えてみればそのほうが理にかなって
いる。捕食圧がなければ，わざわざあのような形態になる必
要などなかったわけだ。ナナフシに近い昆虫はバッタの仲間
である。かれらは，隠れることよりも素早く逃げる道を選ん
だ。ただ，ショウリョウバッタは，どことなくイネ科の葉に
似ていなくもない。
ナナフシには，翅がある種類と，翅が退化してしまった種

類がいる。翅があれば，移動分散に有利だし，繁殖相手を探
すのにも，ある程度は有利だろう。だが翅が退化した種もい

連載・道草

ナナフシの不思議第13回
渡辺　政隆

筑波大学教授
サイエンスライター

図 -1　ウォレスナナフ‌シ　ジョン・Ｏ・ウェストウッド画（1859）



44524　植調　Vol.52, No.3（2018)

この世は不思議な生きものであふれている。なので，『へ
んないきもの』という本がバカ売れし，その続編や類似本も
多数編まれているが，とりあえず当分はネタに困ることはな
いだろう。
そういえば，「なぜこんなに多様な生きものが存在するの

か」という疑問こそが，ダーウィン進化論の出発点だった。
チャールズ・ロバート・ダーウィン（1809 ～ 82）はその答を，
「分岐の原理」に求めた。つまり，この世に存在する生きも
のは，共通の祖先から，長い時間をかけて，枝分かれを繰り
返すことで多様化してきたというのだ。そしてその原動力と
して，遺伝的変異の無方向性と自然淘汰の原理を提唱した。
ダーウィンと同時に自然淘汰説を提唱したアルフレッド・

ラッセル・ウォレス（1823 ～ 1913）は，動物の擬態，そ
れもカムフラージュの精妙さを例に，自然淘汰の威力をこと
あるごとに強調していた。たとえばナナフシ。見た目が小枝
にそっくりで，行動も，たいていは枝にじっと止まったまま
で，葉を食べ，必要に応じて緩慢に動くだけである。
ナナフシ目は，熱帯から温帯にかけて分布する 2500 種あ

まりを擁するグループである。Phasmatodea（Phasmida）
というグループ名は，ラテン語で「幽霊」を意味する
Phasma に由来している。風に揺らぐかのようにふらふらと
した緩慢な動きからの連想なのだろう。動物標本の採集家
だったウォレスは，インドネシアのアルー諸島でナナフシを
採集している。その標本は，同時代の昆虫学者で博物画家で
もあったジョン・O・ウェストウッド（1805 ～ 93）によっ
て 1859 年にウォレスナナフシ Neopromachus wallacei（図
-1）と命名された。
これまでに発見されている最古のナナフシ化石は，1億

2000 万年前の白亜紀初期のものだ。体長はおよそ 7センチ
で，翅には網状ではなく，平行した直線的な翅脈が走ってい
る。1億 2000 万年前というと，まだ顕花植物が登場する前
にあたる。同じ地層からはイチョウの葉の化石も見つかって
いる。そういえば，この古代ナナフシの翅脈は，どことなく
イチョウの葉脈と似ていなくもない。この化石が発見される

前，ナナフシの進化は，1億年前の顕花植物の多様化と歩調
を合わせて始まったと考えられていたらしい。擬態する相手
の植物の多様性よりもむしろ，鳥類や哺乳類による捕食圧の
ほうが，ナナフシの進化を強く後押ししたということなのか
もしれない。確かに，考えてみればそのほうが理にかなって
いる。捕食圧がなければ，わざわざあのような形態になる必
要などなかったわけだ。ナナフシに近い昆虫はバッタの仲間
である。かれらは，隠れることよりも素早く逃げる道を選ん
だ。ただ，ショウリョウバッタは，どことなくイネ科の葉に
似ていなくもない。
ナナフシには，翅がある種類と，翅が退化してしまった種

類がいる。翅があれば，移動分散に有利だし，繁殖相手を探
すのにも，ある程度は有利だろう。だが翅が退化した種もい
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るということは，移動分散はさしたる課題ではないのかもし
れない。とはいえ，海の真ん中の島に分布するナナフシもい
るというから，それなりの移動分散能力もあるのだろう。
この点に関して，神戸大学の末次健司さんを中心とする研

究グループがおもしろい説を提唱した。ナナフシは，鳥に食
べられることで卵を拡散しているかもしれないというのだ。
一見するとこれは，食べられたら終わりという原則に反し

ている。繁殖するまで生き残れる個体が次世代に子孫を残し，
進化に貢献できるはずなのだ。ただしナナフシの場合は，そ
こに特殊な事情がはたらくのだという。ナナフシの卵は，硬
いのだ！　なので，鳥に食べられても，そのまま糞に混じっ
て排泄されることが多いというのだ。しかも，種類によって
は単為生殖をする。たとえばナナフシモドキにいたっては，
そもそも雄がほとんどいない。国内での発見例は 10数個体
にすぎないという。
末次さんたちは，ナナフシの卵を実際にヒヨドリに食べさ

せる実験を試みた。その結果，ナナフシモドキ，トゲナナフシ，
トビナナフシの卵は，5～ 20％が無傷で排泄されたという。
そのうちナナフシモドキの卵からは幼虫が孵化したという。
ナナフシは，不完全変態である。つまり，孵化したばかりの
幼虫も，ちびっ子ナナフシとしてすぐに歩き出し，小枝に擬
態する。
植物のなかには，鳥が好む果肉を進化させ，食べてもらう

ことによって種子を拡散してもらう戦略を採っている種類が

多い。その段でいくと，ナナフシは自らの体を果肉化してい
るということなのだろうか。これではまるで，特攻作戦では
ないか。しかし，ならばなぜ，わざわざ小枝に擬態し，天敵
の目をくらます作戦を進化させたのか。
問題を整理しよう。ナナフシ類は，形態的にも行動的にも

小枝へのみごとな擬態を進化させている。それでも鳥に食べ
られることもある。ところが，硬い卵を体内に宿した雌は，
たとえ食べられたとしても，体内の卵が鳥の糞に混ざって排
泄され，無事に孵化する場合もある。ただしそのためには，
単為生殖種である必要がある。
つまり，小枝への擬態は適応だが，捕食を介した卵の分散

は，硬い卵を産むことによる二次的な適応（これは外適応と
呼ばれる）なのかもしれない。じつは，ナナフシの卵は，植
物の種子に似た形態をしている。卵は，地面にそのままばら
ばらとばらまかれる。それが何かの適応なのかどうかはわ
かっていない。アリは，エダナナフシの卵を巣に運ぶという
話もある。種子に間違えて運んでもらうことで，結果的に卵
が分散されるのかもしれない。あるいは，種子と間違えて鳥
が食べ，消化されずに糞に混ざって排泄されている可能性は
ないのだろうか。この場合なら，単為生殖である必要はない。
ナナフシは，その生態を知れば知るほど不思議な生きもの

だ。東南アジアの森にすむ，同じナナフシ目のコノハムシは，
木の葉そっくりの形態を進化させている。自然の気まぐれは，
何とも奇妙奇天烈な生きものを生み出したものである。

図 -2　‌‌オーストラリアのトゲアシナナフシDidymuria‌violescens　
フレデリック・マッコイ (1883) より

図 -3　‌‌体長が 20 センチにもなるニュージーランド最大のナナフシ
Argosarchus‌horridus　ジョージ・Ｖ・ハドソン画（1867）
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■協会だより
■第7回評議員会開催
　平成30年5月25日（金），浅草ビューホテル会議室において

第7回評議員会が開催され，次の事項について承認を得た。

【報告事項】

１．平成29年度事業報告

【決議事項】

１．平成29年度決算の承認

２．理事・監事の選任

	 再任理事	 大隈		光善，大嶋		保夫，小池		好智，

	 	 腰岡		政二，高橋		宏和，伊達		寛敬，

	 	 田中		良，長澤		裕滋，中野		雅章，

	 	 松本		宏，宮下		淸貴，横山		幸徳，	 	

	 	 横山		昌雄

	 新任理事	 渡邊		寛明

	 再任監事	 佐合		隆一

	 新任監事	 大倉		祐介

	 退任理事	 佐藤		悦史，竹内		安智

	 退任監事	 駒井		良理

３．評議員の選任

	 新任評議員	 天野		徹夫，大嶋		明久，影島		智，

	 	 郡嶋		浩志，小路口		聡

	 退任評議員	 奥村		博，川名		敏夫，濵本		悟，

	 	 早川		秀則，森島		靖雄

■第18回理事会開催
　平成30年5月25日（金），浅草ビューホテル会議室におい

て第18回理事会が開催され，次の事項について承認を得た。

【議案】

１．代表理事及び業務執行理事の選定

	 代表理事（理事長）	 宮下		淸貴

	 代表理事（専務理事）	 横山		昌雄

	 業務執行理事（常務理事）	 高橋		宏和

	 業務執行理事（常務理事）	 渡邊		寛明

■人事異動
　平成30年5月25日付

	 退職	 技術顧問	 渡邊		寛明

	 任	 参与	 佐藤		悦史

■試験成績検討会
●	平成29年度秋冬作野菜花き関係除草剤・生育調節剤試験

成績検討会

　日時：平成30年7月18日（水）	13:00～17:00	

	 場所：浅草ビューホテル

	 東京都台東区西浅草3-17-1　TEL	03-3847-1111

■平成30年度　緑地管理研究会
　開催日：平成30年8月22・23日（水・木）

　開催場所：

　　講演会・情報交換会（22日午後）：ホテルラングウッド

　　　東京都荒川区東日暮里5-50-5　TEL	03-3803-1234

　　見学会（23日）：（午前）渡良瀬川・秋山川河川敷，

	 （午後）渡良瀬遊水池	

　内容：

	 「河川堤防の植生と緑地管理における除草剤・抑草剤の

	 	 利用」

	 	 8月22日　講演会　14:00～17:00　（受付　13:30～）

	 「河川堤防周辺でみられる雑草の種類と特徴（仮題）」

	 	 講師：浅井元朗氏（農研機構東北農業研究センター）

	 「河川堤防における植物成長調整剤を用いた植生管理

	 	 試験」

	 	 講師：八木裕人氏（公益財団法人河川財団）

	 「緑地管理現場における雑草対策の現状と課題」

	 	 講師：ユーザー各社

　　8月23日　見学会　9:30　JR古河駅東口に集合

　　　　　（貸し切りバスに乗って現地に移動）

　　　見学会-1　10:15～12:00

　　　　		渡良瀬川，秋山川周辺の植物成長調整剤試験地の

見学

　　　　12:30　板倉東洋大前駅（東武日光線）

　　　　　　　　※見学会－１のみの方は解散

　　　見学会-2　13:00～15:00

　　　　		渡良瀬遊水地内施設にて昼食の後，渡良瀬遊水地を

見学

　　　　15:30　JR古河駅にて解散

　問い合わせ：植調協会事務局企画課（担当：村岡）

広　 　　　場



44726　植調　Vol.52, No.3（2018)

■協会だより
■第7回評議員会開催
　平成30年5月25日（金），浅草ビューホテル会議室において

第7回評議員会が開催され，次の事項について承認を得た。

【報告事項】

１．平成29年度事業報告

【決議事項】

１．平成29年度決算の承認

２．理事・監事の選任

	 再任理事	 大隈		光善，大嶋		保夫，小池		好智，

	 	 腰岡		政二，高橋		宏和，伊達		寛敬，

	 	 田中		良，長澤		裕滋，中野		雅章，

	 	 松本		宏，宮下		淸貴，横山		幸徳，	 	

	 	 横山		昌雄

	 新任理事	 渡邊		寛明

	 再任監事	 佐合		隆一

	 新任監事	 大倉		祐介

	 退任理事	 佐藤		悦史，竹内		安智

	 退任監事	 駒井		良理

３．評議員の選任

	 新任評議員	 天野		徹夫，大嶋		明久，影島		智，

	 	 郡嶋		浩志，小路口		聡

	 退任評議員	 奥村		博，川名		敏夫，濵本		悟，

	 	 早川		秀則，森島		靖雄

■第18回理事会開催
　平成30年5月25日（金），浅草ビューホテル会議室におい

て第18回理事会が開催され，次の事項について承認を得た。

【議案】

１．代表理事及び業務執行理事の選定

	 代表理事（理事長）	 宮下		淸貴

	 代表理事（専務理事）	 横山		昌雄

	 業務執行理事（常務理事）	 高橋		宏和

	 業務執行理事（常務理事）	 渡邊		寛明

■人事異動
　平成30年5月25日付

	 退職	 技術顧問	 渡邊		寛明

	 任	 参与	 佐藤		悦史

■試験成績検討会
●	平成29年度秋冬作野菜花き関係除草剤・生育調節剤試験

成績検討会

　日時：平成30年7月18日（水）	13:00～17:00	

	 場所：浅草ビューホテル

	 東京都台東区西浅草3-17-1　TEL	03-3847-1111

■平成30年度　緑地管理研究会
　開催日：平成30年8月22・23日（水・木）

　開催場所：

　　講演会・情報交換会（22日午後）：ホテルラングウッド

　　　東京都荒川区東日暮里5-50-5　TEL	03-3803-1234

　　見学会（23日）：（午前）渡良瀬川・秋山川河川敷，

	 （午後）渡良瀬遊水池	

　内容：

	 「河川堤防の植生と緑地管理における除草剤・抑草剤の

	 	 利用」

	 	 8月22日　講演会　14:00～17:00　（受付　13:30～）

	 「河川堤防周辺でみられる雑草の種類と特徴（仮題）」

	 	 講師：浅井元朗氏（農研機構東北農業研究センター）

	 「河川堤防における植物成長調整剤を用いた植生管理

	 	 試験」

	 	 講師：八木裕人氏（公益財団法人河川財団）

	 「緑地管理現場における雑草対策の現状と課題」

	 	 講師：ユーザー各社

　　8月23日　見学会　9:30　JR古河駅東口に集合

　　　　　（貸し切りバスに乗って現地に移動）

　　　見学会-1　10:15～12:00

　　　　		渡良瀬川，秋山川周辺の植物成長調整剤試験地の

見学

　　　　12:30　板倉東洋大前駅（東武日光線）

　　　　　　　　※見学会－１のみの方は解散

　　　見学会-2　13:00～15:00

　　　　		渡良瀬遊水地内施設にて昼食の後，渡良瀬遊水地を

見学

　　　　15:30　JR古河駅にて解散

　問い合わせ：植調協会事務局企画課（担当：村岡）

広　 　　　場

　27

植調第 52巻　第 3号

■ 発　行 平成 30 年 6 月 28 日
■ 編集・発行 公益財団法人日本植物調節剤研究協会
	 東京都台東区台東 1丁目 26番 6号
	 TEL	(03)3832-4188　FAX	(03)3833-1807
■ 発行人 宮下　淸貴
■ 印　刷 ㈲ネットワン

© Japan Association for Advancement of Phyto-Regulators (JAPR) 2016

取　扱　株式会社全国農村教育協会
　　　　〒110-0016　東京都台東区台東1-26-6 (植調会館)
 TEL (03)3833-1821

■研究会等
■九州雑草防除研究会第76回例会
　開催日：平成30年7月24・25日（火・水）

　開催場所：ホテルメルパルク熊本，他

	 熊本市中央区水道町14-1	TEL：096-355-6311

　プログラム：

　　7月24日：現地検討会	13:00～17:50

　　　集合・受付：ＪＲ熊本駅西口（新幹線側）12:30～13:00

　　　現地検討会の内容（詳細はhttp://kyuzakken.net）

　　　懇親会：ホテルメルパルク熊本	3階	高岳　18:30～21:00

　　7月25日：講演会・総会	9:00～12:00

　　　会場：ホテルメルパルク熊本	2階	有明

　　　一般講演

	 「熊本県平坦地域の水稲湛水直播栽培における雑草	

　　　　	防除について」

　　　　　講師：金森		伸彦（熊本県農業技術課）

	 「大豆	－麦2毛作ほ場におけるマルバアサガオの発生

　　　　	消長について」

　　　　　講師：井手		眞一

　　　　　　　（熊本県央広域部農業普及・振興課）

	 「熊本県における水稲関係除草剤適2試験実施状況

　　　　について」

　　　　　講師：石田		翔吾（熊本県農業研究センター）

	 「帰化雑草ヒロハフウリンホオズキの出芽深度について」

　　　　　講師：住吉		正

　　　　　　　　（農研機構九州沖縄農業研究センター）

	 「アサガオ類とヒロハフウリンホオズキが混生する大豆

　　　　	畑での除草剤の体系処理の防除効果」

　　　　　講師：大段		秀記

　　　　　　　　（農研機構九州沖縄農業研究センター）

　特別講演

　「大豆の新規茎葉散布除草剤アタックショット乳剤－その

　			特徴と普及へ向けての取り組みについて－」

　　　講師：柴田		亜紀彦（丸和バイオケミカル株式会社）

　「フルチアセットメチル乳剤の効果と初期薬害の特徴から大	

	 豆作の難防除雑草対策を考える」

　　　講師：澁谷		知子・川名		義明・橘		雅明（農研機構）・

　　　山口		晃（植調協会）

　申し込み・注意事項

　　申込期限は７月２日（月）

　　		九州雑草防除研究会ウェブサイトhttp://kyuzakken.

net/7httpをご利用ください。

　参加費：

　　例会参加費	3,000円，現地検討会バス代	1,000円，

　　懇親会費	5,000円

　　25日のお弁当	1,000円です。受付時に徴収いたします。

　　		（ただし、学生については例会参加費を免除、懇親会費4,000

円とします。指導教官等を通じてお申し込みください）。

　宿泊は斡旋いたしませんので各自で手配してください
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